
[パブリックコメント案] 

 

 

 

 

 

 

第３次村上市総合計画 

基 本 計 画（案） 
 

 

自 令和４年度 

至 令和８年度 

 

 

 

 

 

 



55 

 



（基本目標）

政策 1－1 子育て

政策 1－2 健康・医療

政策 1－3 高齢者福祉

政策 1－4 障がい者福祉

政策 1－5 地域福祉

政策 2－1 防災

政策 2－2 消防・救急

政策 2－3 防犯・交通安全

政策 2－4 環境・エネルギー

政策 2－5 生活衛生

政策 2－6 上下水道

政策 2－7 河川・海岸

政策 2－8 道路

政策 2－9 公共交通

政策 2－10 市街地・景観

政策 2－11 住環境

政策 3－1 農業

政策 3－2 林業

政策 3－3 水産業

政策 3－4 商工業

政策 3－5 観光

政策 3－6 港

政策 3－7 就労・雇用

政策 4－1 学校教育

政策 4－2 生涯学習

政策 4－3 文化芸術

政策 4－4 スポーツ

政策 5－1 共生社会

政策 5－2 地域づくり

政策 5－3 広報広聴

政策 5－4 デジタル

政策 5－5 行政運営

 5 多様性が広がるまち

第３次村上市総合計画基本計画の体系図

（政策分野）

 1 子育てと健康のまち 

 2 豊かで安心なまち

 3 魅力ある賑わいのまち

 4 人が輝く郷育のまち
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＜政策の方針＞  

安心して子どもを産み育てられるまちづくり 

 

①産前産後の不安解消や子育てに関する相談など、母子保健と子育て支援体制の充実に向

け、子育て世代包括支援センター※を核としながら関係機関と連携した子育てのまちづく

りに取り組みます。 

②就労と子育ての両立や多様な保育ニーズに対応するため、民間サービスの導入や専門人

材の確保・育成などにより、保育の環境整備とサービスの充実に努めます。 

③子どもが安全に遊べる施設の整備や病児・病後児保育※の運営、子育てにかかる負担軽減

策など、多方面から子育てを支援し、安心できる子育て環境をつくります。 

 

＜現状＞  

①産婦人科・小児科の医師不足と偏在が顕

著になっています。 

②核家族化や晩婚化等によって、出産や育

児において家族等の身近な人からのサポ

ートが得にくく、不安や孤立感を抱いて

いる人がいます。 

③乳幼児健診では、育児相談や離乳食を含

めた食育指導、歯科指導など、きめ細や

かな支援を行っていますが、出生数の減

少により、適正月齢時に乳幼児健診が実

施できない地区もあります。 

④精神発達や情緒行動に特性がある子ども

への支援が求められています。 

⑤不妊治療にかかる経済的な負担を軽減さ

せるための支援を行っています。 

⑥保育施設の老朽化が進む中、大規模修繕

や施設更新が必要となっています。 

⑦就労環境の変化や核家族化の進行などに

より、保育ニーズの多様化が進んでいま

す。特に３歳未満児保育のニーズが高く、

希望する施設に入園できない場合も多く

なっています。 

⑧学童保育※所の入所申込者数が増加する

一方で、支援員の不足や高齢化が進んで

います。 

⑨子どもが屋内で遊べる施設の整備を希望

する声が多く寄せられています。 

 

＜課題＞ 

①ＩＣＴ※などを活かし、出産や育児に関す

る悩みや不安を気軽に専門医などに相談

できるような環境づくりが必要となって

います。 

②安心して子育てができる環境づくりに向

けて、地域や多様な団体とも連携しなが

ら、支援体制の充実を図る必要がありま

す。 

③出生数の減少に合わせた効果的な指導が

行えるよう、乳幼児健診の実施体制を見

直す必要があります。 

④精神発達や情緒行動に特性がある子ども

と保護者の支援に向けて、関係機関との

連携体制づくりを更に進めていく必要が

あります。 

⑤少子化や晩婚化が進む中、不妊症治療に

加え、不育症に対する支援など、子ども

を望む人の治療に対する経済的な負担が

大きくなっています。 

⑥市民のニーズと安全性を両立した保育環

境の整備を、早期に進めていく必要があ

ります。 

⑦３歳未満児保育や休日保育など、多様化

する保育ニーズに対応していくため、民

間活力を活用した施設整備や保育士の確

保に力を入れる必要があります。 

⑧学童保育※について、多様な団体と協力し

ながら、運営の継続や支援員の確保など

を進めていく必要があります。 

⑨子どもが安全に遊べる屋内施設の整備が

求められています。 

 

 

 

政策１-１ 子育て   
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＜主要施策＞ 

１．母子保健事業の充実 

主な 

取組 

①妊産婦や子どもの発達段階に応じた適切な保健指導等を行うとともに、IＣＴ
※などを活用した健康医療相談事業に取り組むなど、育児や健康に関する相談

支援体制の充実・強化を図ります。 

②産後の母子に対して心身のケアや育児のサポートを行うことにより、安心して

子育てができるよう支援します。 

③発達障がいなどの早期発見・支援につなげるため、専門機関や民間事業所など

と連携した支援体制づくりを推進します。 

④子どもを望む人の経済的な負担軽減を含め、妊産婦に対する医療支援の拡充を

図ります。 

 

２．保育環境の整備・改善 

主な 

取組 

①将来を見据えながら、適正な規模による保育園運営とニーズに合ったサービス

の実現に向け、保育施設の改修や民間による整備を推進します。 

②ニーズの高い３歳未満児保育の受入拡充などに向けて、民間活力の導入や保育

士資格取得の支援を行い、保育の供給力確保に取り組みます。 

③休日保育や病児・病後児保育※、学童保育※などの保育サービスの確保と充実に

より、就労と子育ての両立を支援します。 

 

３．子育てを応援する環境づくり 

主な 

取組 

①子育て世代包括支援センター※において、妊娠から出産、子育てまで切れ目の

ない相談支援を行うとともに、医療や福祉、教育などの関係機関と連携しなが

ら、安心して子育てができるようサポートします。 

②親子で参加できる子育て拠点としての子育て支援センターの機能強化を図ります。  

③子どもが安全に遊べる遊び場を整備し、子育て環境の充実を図ります。 

④ファミリー・サポート・センター事業※やワーク・ライフ・バランス※の推進な

どを進めるとともに、市民や子育て支援団体、関係機関、企業等と連携した子

育てを地域で支える体制づくりと子育てに関する機運の醸成を図ります。 

⑤子育てにかかる経済的負担の軽減を図り、若い世代の安心と健やかな子どもの

成長を支援する取組を推進します。 

⑥総合型地域スポーツクラブ※等関係団体との連携を図りながら、子どもの体力

向上や健康づくりを推進します。 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

合計特殊出生率※ 1.32（R1） 向上させる 

病児保育事業利用者の満足度 97.5％ 98％ 

この地域で子育てしたいと思う親の割合 91.7％ 向上させる 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①ファミリー・サポート・センター事業※な

ど、子育て支援のしくみづくりへの協力 

②子育てに関する地域の見守り活動への協力  

③子育てと就労の両立への理解 

④フードバンク※や学用品のリユースなどへの協力 

①子育て支援団体による活動への協力 

②学校や地域による子ども向け事業への協力 

③子育てと両立できる就労環境づくりへの

理解 

④フードバンク※などへの協力 
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＜政策の方針＞  

心と体の健康を守り、元気に暮らし続けられるまちづくり 

 

①特定健康診査※やがん検診の受診率向上と生活習慣病※予防対策を軸としながら、ライフ

ステージ※に合わせた健康増進を図ります。 

②市民、関係団体との協力体制づくりや相談窓口の周知を進め、自殺者ゼロを目指します。 

③医療資源の確保と医療体制の充実を図るとともに、医療費の適正化と適正な受診を進め

ます。 

 

＜現状＞  

①近年の主な死因及び医療費上昇の原因

は、「がん」「循環器系の疾患」となってい

ます。また、レセプト※などのデータ分析

結果から、死亡や要介護等につながるリ

スクが高い「糖尿病性腎症」「虚血性心疾

患」「脳血管疾患」の治療を行っている人

が多い状況となっています。 

②生活習慣病※の発症及び重症化を予防す

るためにも特定健康診査※が重要ですが、

受診率は県平均を下回っています。また、

がん検診の受診率も伸び悩んでいる状況

です。 

③医師の偏在や専門医の不足に加えて、医

師の高齢化が顕著となっています。 

④核家族化の進展により、高齢者の一人暮

らしや高齢者のみの世帯の割合は増加傾

向にあります。 

⑤子どものむし歯有病率について、12 歳児

は県平均を下回っていますが、３歳・５

歳児は県平均を上回っています。また、

成人期の歯周病を有する人の割合は減少

傾向にありますが、６割弱で推移してい

ます。 

⑥令和２年人口 10 万人当たりの自殺死亡

率は、国と県の平均を下回ったものの、

毎年 10 人以上が自殺で亡くなっていま

す。 

⑦国民健康保険の１人当たりの医療費は毎

年県平均を上回っています。また、ジェ

ネリック医薬品※の普及率は年々上昇し

ていますが、県平均を下回っている状況

が続いています。 

＜課題＞ 

①生活習慣病※の発症や重症化の予防を進

めていく中で、健康無関心層※に対する特

定健康診査※の受診や健康づくりに向け

たアプローチ手法が課題となっていま

す。また、健康寿命※の延伸のためにも、

引き続き、生活習慣病※などの疾病予防と

介護予防を一体的に実施していく必要が

あります。 

②健（検）診の重要性についての理解や周

知を進めながら、事業者や医療機関との

連携を図り、受診率向上に取り組んでい

く必要があります。 

③医師の働き方改革※を控え、医師の確保が

喫緊の課題となっています。 

④在宅医療の充実が求められる一方で、往

診医の減少・高齢化が課題となっていま

す。 

⑤幼児期のむし歯有病率減少に向けて、歯

磨きの指導やフッ化物利用による歯質強

化などに取り組むとともに、かかりつけ

歯科医※による定期的な歯科健診の重要

性について市民への周知や理解を更に図

っていく必要があります。 

⑥本市の特徴である「高齢者」「生活困窮者」

「勤務・経営」に関する自殺対策を重点

的に行う必要があります。 

⑦医療費の適正化に向け、関係機関の協力

を得ながら、ジェネリック医薬品※の利用

促進と重複・頻回受診者、重複服薬者へ

の指導を継続していく必要があります。 

 

 

 

 

政策１-２ 健康・医療 
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＜主要施策＞ 

１．生活習慣病※等の発症及び重症化の予防 

主な 

取組 

①生活習慣病※の発症予防のため、食事や運動、生活リズムなどに関する周知活

動や健康教育を行います。 

②健診結果やレセプト※データを活用した保健指導を実施し、糖尿病性腎症や脳

血管疾患などの重症化を予防する取組を強化します。 

③受診しやすい健(検)診体制（申し込み方法や受診体制など）づくりや、健(検）

診の重要性に関する広報・啓発活動などにより、特定健康診査※やがん検診の

受診率向上を図ります。 

④新型コロナウイルス感染症をはじめ、感染症に対する正しい理解の周知を図る

とともに、各種予防接種事業の実施により、感染症の拡大や重症化を防ぎます。 

 

２．地域医療体制の充実 

主な 

取組 

①将来にわたり、地域で安定した保健医療サービスを提供することができるよ

う、保健医療関係者をはじめ、医療機関や関係自治体などと連携しながら、医

療資源の確保と有効利用に努めます。 

②医学生修学資金貸与事業や臨床研修医確保支援事業等により、若手医師の確保

を図ります。 

③村上地域住宅医療推進センターや関係機関と連携し、ＩＣＴ※の導入等による

効率的な医療とサービスの向上を図ります。 

④将来を見据えた地域医療に対する正しい理解を得るための周知に努めます。 

⑤地域医療を支える村上総合病院に対して必要な支援を行います。 

 

３．歯と口腔の健康増進 

主な 

取組 

①幼児期、学童期、思春期を通してフッ化物利用による歯質強化を推進します。 

②かかりつけ歯科医※を持つことや歯科定期健診の重要性に関する啓発活動を行

うとともに、歯科衛生士による歯科指導を関係機関と連携して実施します。 

 

４．自殺対策の推進 

主な 

取組 

①健康教育や講演、ゲートキーパー※養成講座などを通じて自殺予防に対する市

民の知識や意識を高め、地域で見守る体制づくりと早期の相談や受診につなが

るよう取り組みます。 

②ホームページやＳＮＳ※等を活用し、幅広い世代や様々な環境に置かれている

人に向けて相談窓口の周知や自殺予防に関する啓発活動を行います。 

③関係機関とネットワークを構築し、効果的な自殺対策を推進します。 

④特定健康診査※や訪問活動などの際に、うつスクリーニング調査※を実施し、ハ

イリスク者の把握や早期支援に取り組みます。 

 

５．医療費適正化の推進 

主な 

取組 

①特定健康診査※や特定保健指導※などをきっかけとした疾病予防・重症化予防の

取組により、医療費の適正化を推進します。 

②適正受診を推進するとともに、ジェネリック医薬品※の利用促進を図ります。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

特定健康診査※受診率 43.6％（R1） 60％ 

医学生修学資金貸与事業の貸与者

数及び臨床研修医数 

貸与者数 2 人 

臨床研修医数 0 人 

貸与者数  5 人 

臨床研修医数 4 人 

3 歳・5歳児のむし歯有病率 3歳 12.9％、5歳 30.8％ 減少させる 

自殺死亡率（人口 10 万人対） 16.88 減少させる 

国保被保険者１人当たりの医療費 400 千円 422 千円以下 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①特定健康診査※、がん検診等の積極的な 

受診 

②食事や運動、歯みがき等の健康づくりを

意識した生活の実施 

③自殺対策のための活動への参加 

④医療機関の適正受診 

①健康診断への参加促進 

②健康づくりの機運醸成への協力 

③職場での運動習慣づくりの推進 

④メンタルヘルス※の推進 

⑤ワーク・ライフ・バランス※の推進 
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余白 
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＜政策の方針＞  

高齢者がいきいきと暮らし続けられるまちづくり 

 

①高齢者の健康づくりや介護予防に取り組むとともに、生きがいづくりや社会参加を促進

し、高齢者が活躍する機会の拡大を図ります。 

②住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケアシステム※の充実と地域ぐるみの

生活支援体制づくりを進めます。 

③計画的な施設整備や介護人材の確保などにより、市民ニーズに応じた高齢者福祉・介護

サービスの充実を図ります。 

 

＜現状＞ 

①高齢化が進行するとともに、高齢者の一

人暮らしや高齢者のみの世帯、認知症の

人が増加しています。 

②特別養護老人ホームなどの施設への入所

を希望する人が多い傾向にありました

が、在宅での生活を希望する方も徐々に

増えています。 

③これまでは、入所系施設への高いニーズ

を受けて、申込者数の多い地域密着型特

別養護老人ホームやグループホーム※の

整備を進めてきました。 

④介護サービスの担い手である介護人材が

不足しており、特に有資格者の確保が困

難な状況となっています。 

⑤要介護・要支援認定※者数のうち、特に軽

度者が増加しています。 

⑥要介護・要支援認定※者数の増加に伴い、

介護サービス利用者数が年々増加してお

り、介護給付費は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

＜課題＞ 

①高齢者が生きがいや役割を持ちながら住

み慣れた地域で暮らし続けられるよう、

引き続き健康寿命※の延伸と社会参加の

促進、地域ぐるみの支え合いづくりに取

り組んでいく必要があります。 

②認知症になっても、地域で安心して暮ら

せるよう、病気に関する理解の促進や地

域でのサポート体制の構築が課題となっ

ています。 

③市民の介護に求めるニーズや供給量を勘

案しながら、将来にわたる施設整備を計

画的に進める必要があります。 

④若い世代に対する介護職場の魅力発信や

事業所等への支援策により、介護人材の

確保を図る必要があります。 

⑤要支援等の軽度者を悪化させないため、

自立支援・重症化防止の取組が必要とな

っています。 

⑥若い頃からの健康づくりや介護予防・重

症化予防対策が、高齢者の暮らしを守る

とともに介護保険の運営にとって大変重

要であることについて、多くの方から理

解を得ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策１-３ 高齢者福祉 
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＜主要施策＞ 

１．高齢者の健康づくりと社会参加の促進 

主な 

取組 

①疾病の早期発見や治療、健康づくりなどの保健事業と介護予防施策を一体的に

推進することで、健康寿命※の延伸を図ります。 

②高齢者の知識や経験を活かした学習活動やボランティア活動を推進するとと

もに、老人クラブやシルバー人材センター※への支援により、仲間づくりや生

きがいづくり、高齢者の社会参加を促進します。 

 

２．地域における支え合いのしくみづくりの推進 

主な 

取組 

①地域包括ケアシステム※に関する出前講座や互近所ささえ～る隊活動の実施、

関係機関との連携を通じて、自助・互助の意識向上を図ります。 

②まちづくり協議会や地域防災組織の活動などを通して、高齢者の安全を確保す

る体制づくりや地域で暮らしをサポートしていく機運を高める取組を進めま

す。 

 

３．認知症対策の推進  

主な 

取組 

①認知症サポーター養成講座等を通じ、認知症に対する理解や相談先の周知など

を更に進めていきます。 

②生活習慣病※の予防とともに、高齢者が活躍する機会や社会参加を促し、認知

症の発症や進行を遅らせる取組を推進します。 

③認知症の早期発見・早期対応ができるよう、かかりつけ医※や関係機関との連

携強化、認知症初期集中支援事業の取組を推進します。 

④認知症の人とその家族の在宅生活を支援するとともに、多面的に見守る体制づ

くりを強化します。 

⑤認知症によって判断能力が低下した人の権利・財産を守るため、成年後見制度
※の普及啓発や相談体制の充実を図るとともに、中核となる機関の設置などに

より、地域と連携しながら、支援を必要とする人が安心して制度を利用できる

体制づくりに取り組みます。 

 

４．高齢者福祉・介護サービスの充実・強化 

主な 

取組 

①市民のニーズや将来の需給状況を的確に把握しながら、計画的な施設整備を進

めます。 

②介護職員等に対する資格取得支援や介護職場の魅力発信などにより、介護人材

の確保を進めるとともに、関係機関と連携して介護職員の処遇改善や離職防止

を図ります。 

③高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、買い物支援

や外出支援、緊急通報システムによる見守りなど、各種サービスを提供します。 

④利用者の多様なニーズに対応するため、時代に即した高齢者福祉サービスの内

容の見直しや改善を行います。 

 

５．効果的な介護予防事業の展開と介護保険の健全な運営 

主な 

取組 

①健康づくり事業や介護予防事業、自立支援事業の効果的な実施と、生きがいづ

くりや重症化予防についての意識啓発に努め、健康寿命※の延伸に努めます。 

②新潟リハビリテーション大学や地域の医療・介護専門職、総合型地域スポーツ

クラブ※等と連携し、効果的な介護予防事業を行います。 

③ケアプラン点検や地域ケア個別会議の開催、医療情報との突合を行い、自立支

援を目指した介護サービスの質の向上と介護保険の健全な運営に努めます。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

新規要支援・要介護認定※者の平均年齢  83.1 歳 84.0 歳 

生活支援事業に取り組む自治会の割合 2.5％ 8.9％ 

認知症サポーター人数、事業所数 6,685 人、9事業所 7,800 人、15 事業所 

介護人材バンクマッチング人数 0 人 5 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①若い頃からの健康づくりの推進 

②生活習慣病※予防、認知症予防の実施 

③高齢者の知識や経験を活かした社会参加

や学習活動への参加 

④高齢者の見守り活動や支え合い活動への

積極的な参加 

⑤自治会やコミュニティなどを中心とした

地域の互助の促進 

①シルバー人材センター※のサービス利用 

②老人クラブ活動への協力、支援 

③高齢者の見守り活動や支え合い活動への

積極的な貢献 

④街中お年寄り愛所※など高齢者支援のし

くみづくりへの協力 

⑤高齢者に配慮したサービスの提供 
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余白 
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＜政策の方針＞  

障がいのある人が安心して自分らしく暮らせるまちづくり 

 

①多様な支援や相談が受けられる体制を整備するとともに、障がい者の自立を支える雇用

環境や医療・福祉などのサービスの充実に向けて取り組みます。 

②障がい者の権利に関する普及啓発や支え合いの体制づくりを進め、障がい者への理解を

深めるとともに、障がい者が地域で自分らしく安心して暮らせる取組を推進します。 

 

＜現状＞ 

①障がい者に関する相談内容が複雑化・多

様化しており、総合的・専門的な相談支

援体制の整備が求められています。 

②「ぱすのーと※」の配布やペアレントトレ

ーニング※の開催により、障がいの早期発

見や成長段階に応じた継続的支援を進め

ています。 

③放課後等デイサービス、グループホーム
※、就労継続支援Ｂ型事業所※など、民間

の障がい者（児）向けのサービス提供事

業所が増加しています。 

④法人後見事業※の実施や市民後見人※養

成講座の開催、障がい者虐待防止に関す

る研修会の実施など、障がい者を支える

地域づくりに取り組んでいます。 

＜課題＞ 

①「基幹相談支援センター」や「地域生活

支援拠点」などの障がい者支援のための

拠点を整備し、相談支援体制の充実・強

化を図る必要があります。 

②医療的ケア児※に対する支援の体制や在

り方などについて、関係機関とともに検

討を進める必要があります。 

③「ぱすのーと※」の活用などを通じ、医療

機関や関係機関が連携して障がい児を支

える体制づくりが必要です。 

④障がい者の社会参加を促すため、就労支

援事業所の利用や一般就労など、一人ひ

とりに合った暮らしをサポートしていく

ことが大切となっています。 

⑤障がい者の権利擁護と障がいに合わせた

配慮やサポートについて、市民や事業者

から広く理解を得ながら、障がい者支援

に関する意識を高めていく必要がありま

す。 

 

 

 

  

政策１-４ 障がい者福祉 



13 

 

＜主要施策＞ 

１．総合的な障がい者福祉の推進 

主な 

取組 

①障がいの内容に応じたサービスの充実に取り組むとともに、「基幹相談支援セ

ンター」や「地域生活支援拠点」などの障がい者支援拠点を整備し、相談支援

体制の強化・充実を図ります。 

②障がいの早期発見や成長段階に応じた継続的支援、医療的ケア児※への支援な

どを進めるため、関係機関との連携体制をより一層強化します。 

③関係機関と協力しながら、障がい者を支える人材の確保を図ります。 

④障がい者支援などに関する積極的な情報発信や啓発活動に努めます。 

⑤ユニバーサルデザインの推進に加えて、心のバリアフリーの実践などを通じ

て、支援を必要とする当事者やその家族に対し、市民や地域が主体となった包

括的な助け合いのしくみづくりを進めます。  

 

２．障がい者の自立支援 

主な 

取組 

①「地域生活支援拠点」の整備により、障がい者とその家族のニーズに対応した

生活支援体制の充実に取り組みます。     

②グループホーム※等の居住の場を確保することで、障がい者が地域で暮らせる

基盤づくりを進めます。 

③ハローワークや村上・岩船地域自立支援協議会、学校関係者等と連携しながら、

障がい者の就労機会の拡充に取り組みます。 

④障がい者団体への支援や通院に対する交通費助成などを継続し、障がい者の社

会参加と負担軽減を図ります。 

 

３．障がい者の権利擁護のための体制整備 

主な 

取組 

①障害者雇用促進法や障害者虐待防止法、障害者差別解消法について、市民への

周知活動を行い、障がい者の権利擁護に努めます。 

②成年後見制度※の周知や理解を図るとともに、専門的に関わる中核機関の設置

などにより、地域と連携しながら安心して制度を利用できる体制づくりに取り

組みます。 

③合理的配慮（障がいのある人がない人と同様に社会参加できるよう、身体など

の状態や支援が必要な内容に合わせた配慮）の提供や差別的取扱いの禁止（障

がいのある人に対して、正当な理由なく、障がいを理由としてサービスの提供

を拒否したり、障がいのない人にはつけない条件をつけたりすることを禁止）

について、市民や事業者の意識醸成と理解促進を図ります。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

地域生活支援拠点数 0 箇所 1 箇所 

ペアレントトレーニング※受講者数 11 人 24 人 

障がい者の就労移行者数 5 人 9 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①障がい者への理解 

②障がい者の見守りや生活支援に向けた支

え合い活動への協力 

③障がい者が従事する企業のサービスや製

品の利用 

①障がい者の就労促進への理解と協力 

②障がいに配慮したサービスの提供 

③障がい者が従事する企業のサービスや製

品の利用 
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余白 
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＜政策の方針＞  

地域で支え合い、誰一人取り残さないまちづくり 

 

①関係機関と連携し、地域における支え合いの機運醸成や地域福祉活動の推進に取り組み

ます。 

②様々な悩みを抱える子どもや若者を支援する体制づくりを進めます。 

③生活困窮者などへの相談体制の強化や関係機関との連携を図り、自立した生活に向けた

適切な支援や指導を行います。 

 

＜現状＞  

①様々な悩みを抱える人に対して、村上市

社会福祉協議会や福祉関係事業所、ＮＰ

Ｏなどと連携しながら、相談支援に取り

組んでいますが、相談内容が複雑化し、

問題の解決が困難になってきています。 

②庁内に福祉総合相談窓口やひきこもり相

談窓口を設置するとともに、家庭環境の

複雑化等に対応できるよう関係機関との

連携づくりを進めています。 

③家庭児童相談室※やことばとこころの相

談室では、学校や関係機関などと連携し

ながら対応を行っていますが、相談内容

は複雑化してきています。 

④新型コロナウイルス感染症の拡大などに

より、相対的貧困世帯※に関する問題が顕

在化するとともに、生活困窮に関する相

談が増加しています。 

⑤生活困窮世帯を支援するため、フードバ

ンク※活動や学用品のリユース支援等に

取り組む団体が出てきています。 

⑥生活保護利用世帯数は年々増加傾向にあ

る一方で、生活保護基準を下回る経済状

況にあっても、実際には生活保護を利用

していない世帯もあると推測されること

から、生活保護利用に対する抵抗感や理

解不足があると考えられます。 

＜課題＞ 

①複雑化が進む相談内容には、世代や属性

に捉われない重層的（包括的）な連携体

制が必要であり、その連携を担う中心調

整機関が求められています。 

②家庭児童相談室※等へ寄せられる専門性

の高い様々な相談内容に対処するため、

児童相談所など関係機関との綿密な連携

とその強化が必要です。 

③子どもたちの夢や希望が閉ざされること

のないよう貧困対策を継続していく必要

があります。 

④生活困窮者の支援は多岐にわたってお

り、債務問題の解決、生活設計の見直し、

子どもの学習支援など、多くの専門知識

やスキルが必要とされています。 

⑤市民団体によるフードバンク※活動など

が進んでおり、地域福祉活動の活性化や

市民参画の拡大に向けた支援が必要で

す。 

⑥生活に困窮している人がためらわずに生

活保護申請を行えるよう周知する必要が

あります。 

⑦生活保護利用による最低生活の保障のみ

ならず、各世帯が抱える問題解決に向け

て自立助長を促す取組が必要です。 

 

  

政策１-５ 地域福祉 
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＜主要施策＞ 

１．市民一人ひとりが地域福祉を支える体制づくり 

主な 

取組 

①市民主体による福祉活動の推進と地域共生社会※の実現に向けて、「村上市地域

福祉計画（第２期）」を策定します。 

②村上市社会福祉協議会や福祉関係事業所、ＮＰＯなどと連携しながら、ボラン

ティアの育成や福祉活動をコーディネートできる組織づくりを推進します。 

③全世代からのあらゆる相談内容を受け止め、的確に対応できるよう、関係機関・

関係団体との相談体制の連携強化を図るとともに、専門知識を持つ人材の確

保・育成を推進します。 

④福祉的支援が必要な人に向け、関係機関や地域による居場所や交流拠点づくり

を進めます。 

⑤必要な人に必要な支援が行き届くよう、関係機関などと連携したアウトリーチ

型※・伴走型※の支援体制の充実を図ります。 

 

２．子ども・若者への支援 

主な 

取組 

①令和４年度に「（仮称）村上市子どもの貧困対策計画」を策定し、子どもの生活

と健やかな成長を守るための取組を進めます。 

②子どもを通した多種多様な相談や課題に対応するため、「子ども家庭総合支援

拠点」を設置し、相談支援体制の充実を図ります。 

③子ども・若者総合サポート会議をはじめとする関係機関の連携と情報共有を進

め、生きづらさを抱えた子どもや若者への切れ目ない支援と多様な課題への対

処に取り組みます。 

 

３．生活困窮者の自立支援 

主な 

取組 

①複合的な課題に包括的・一元的に対応するための相談窓口を設置し、相談支援

体制の強化と関係機関との連携体制づくりを進めます。 

②就労準備支援・家計相談支援・学習支援など、当事者の実情や状況に応じた支

援を行います。 

③フードバンク※活動等に取り組む団体への支援や連携を進め、様々な状況下に

ある生活困難者を支えるとともに、複雑化する生活困窮などへの対応に向けて

取り組みます。 

 

４．生活保護制度の利用と自立助長 

主な 

取組 

①生活保護を必要としている人がためらわずに申請できるよう、制度の周知や相

談体制の改善を図ります。 

②生活保護利用世帯の実態に応じて、日常生活・社会生活など様々な視点から自

立助長を支援します。 

③生活保護利用世帯には健康面への配慮が必要な場合が多いことから、健（検）

診や医療機関への受診勧奨、保健指導などにより、心と身体の健康づくりを支

援します。 

 

  



18 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

居場所または交流拠点数 1 箇所 2 箇所 

子ども家庭総合支援拠点数 0 箇所 1 箇所 

フードドライブ※１日当たりの寄附件数 ─ 50 件 

生活保護利用者の健（検）診受診率 5％ 20％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①地域の支え合いづくりや地域福祉活動へ

の積極的な参加、協力 

②ボランティア活動への参加 

③フードバンク※活動などへの協力、支援 

④生活保護制度への正しい理解 

⑤民生委員・児童委員の活動への理解、協力  

①地域の支え合いづくりや地域福祉活動へ

の積極的な参加、協力 

②福祉団体や福祉系ＮＰＯなどへの協力、

支援 
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余白 
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＜政策の方針＞  

災害に強く安心して暮らせるまちづくり 

 

①あらゆる災害に迅速かつ的確に対応できるよう、周辺市町村や各種団体等と連携し、防

災体制づくりや施設・設備の強化など、総合的な防災・減災対策を進めます。 

②防災情報システムの更新・整備や非常用備蓄品の拡充などにより、防災機能の強化・充

実を図ります。 

③市民一人ひとりの防災意識を向上させるとともに、自主防災組織※や各種コミュニティな

どを通じた地域防災力を高めます。 

 

＜現状＞  

①新型コロナウイルス感染症の拡大は、市

民生活に大きな不安を及ぼしたほか、地

域経済などにも多大な影響を与え、全市

的な災害対応が必要となりました。 

②東日本大震災をはじめ、日本各地で災害

が発生する中、本市でも令和元年６月に

発生した「山形県沖を震源とする地震」

で山北地域を中心に震度６強の地震が発

生し、住宅の屋根や壁、道路、公共施設な

どに大きな被害を受けました。 

③近年、異常気象の影響と考えられる集中

豪雨が日本各地で発生しており、本市で

も大雨による浸水被害や土砂災害が発生

しています。 

④令和２年５月に洪水・土砂災害ハザード

マップを、令和３年３月に津波ハザード

マップを作成し、災害への備えを啓発し

ており、災害時の避難に対する市民の意

識も少しずつ高まっています。 

⑤高齢者や障がい者など、災害時に自力で

避難することが困難な「避難行動要支援

者」が被害を受ける事案が多くなってお

り、地域ぐるみの支援体制づくりが急務

となっています。 

＜課題＞ 

①感染症対策においては、風水害などの自

然災害発生時とは異なる対応や対策の構

築が必要となり、今後の災害対策に活か

していくことが求められます。 

②甚大な災害が毎年各地で発生する中、身

近なコミュニティを基礎とした防災体制

や避難支援のしくみづくりが重要となっ

ています。 

③上下水道などのライフラインや公共施設

等の耐震化など、基盤施設の強靭化を計

画的に進めていく必要があります。 

④災害による被害を軽減するためには、「自

助」や「共助」の意識を高める必要があ

り、避難に係る準備や地域防災活動への

参加など、地域ぐるみで防災意識の醸成

に向けた取組を進める必要があります。 

⑤災害時に避難行動要支援者が円滑かつ迅

速に避難できるよう、市民の理解と協力

を得るとともに、地域における支え合い

や助け合いの活動がより一層進んでいく

ことが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-１ 防災 
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＜主要施策＞ 

１．防災体制の充実と基盤強化 

主な 

取組 

①市民生活や地域経済などへの影響を踏まえ、感染症対策の見直しや防災体制づ

くりを進めます。 

②新しい生活様式に合わせた避難所運営を進めるため、パーティションや Wi-Fi

設備、非常用機材等の整備に取り組むとともに、関係機関と連携した体制づく

りを推進します。 

③民間企業や団体などとの連携を進め、社会全体で災害に対応する支援体制の構

築を進めます。 

④新潟県や県内外の自治体、関係機関、災害関連の協定を締結している団体など

との情報共有に努め、広域的な災害支援の体制づくりを推進します。 

⑤社会福祉施設や学校などの要配慮者利用施設による避難確保計画の作成や避

難訓練の実施を支援し、利用者の円滑かつ迅速な避難確保を図ります。 

⑥「自分たちの地域は自分たちで守る」という「共助」の実効性を高めるため、

自主防災組織※の役割や重要性を周知するとともに、組織づくりに向けた支援

を行います。 

⑦防災士※の養成等を進め、地域防災力の強化と市民協働の防災体制づくりを推

進します。 

⑧防災行政無線設備の更新に合わせて機能を強化し、より多くの人が防災情報を

受け取ることのできる環境を整備します。 

⑨「村上市国土強靭化地域計画」などに基づき、基盤強化や耐震化等などに取り

組み、災害発生時における市民の安全確保に努めます。 

 

２．防災教育の充実 

主な 

取組 

①学校授業や防災出前講座などによる防災教育を推進し、地域における防災意識

の醸成と地域防災力の向上を図ります。 

②「自助」や「共助」の意識を高めるため、ハザードマップの活用方法やその重

要性について周知します。 

③円滑な避難行動や避難時の二次災害を防止するため、生活環境や健康状況など

に合わせた「マイ・タイムライン※」づくりに向けた意識づくりと普及促進を

図ります。 

④ＩＣＴ※などの活用や様々な災害を想定した訓練を通じ、災害時の避難行動を

検証する機会づくりに努めるとともに、総合的な防災機能の点検や見直しに活

用します。 

 

３．避難行動要支援者等への支援強化 

主な 

取組 

①町内会や自主防災組織※などにおける避難行動要支援者の把握や避難支援体制

づくりに向け、取組の周知と理解促進に努めます。 

②避難行動要支援者に関する個別避難計画（災害時見守りカード）の作成と情報

共有により、地域における避難支援体制の強化を推進します。 

③高齢者や障がい者などが安心して避難所生活を送ることができるよう、指定福

祉避難所の拡大を図ります。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

自主防災組織※の設置率 76.3％ 81％ 

防災士※の人数 207 人 327 人 

防災教育（出前講座）の実施件数 43 件 50 件 

避難行動要支援者に対する個別避難計画を

策定した自治会や自主防災組織※の割合 
43.4％ 100％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①防災訓練への参加 

②防災用品の準備や備蓄 

③自主防災組織※や消防団などの活動への

積極的な参加、協力 

④逃げ地図づくりや避難場所の確認・共有 

⑤高齢者や障がい者などへの防災面での配 

 慮 

①自主防災組織※や消防団などの活動への

協力 

②施設耐震化などの防災力向上や防災備品

の整備、備蓄 

③防災教育の実施や避難訓練への積極的参

加  

④災害時における地域住民の安全確保やけ

が人などの初期救助活動への協力 
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余白 
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＜政策の方針＞  

消防・救急体制の強化による安全・安心なまちづくり 

 

①救急隊員の技術向上と人材の育成・確保、救急体制の整備推進などにより、救命率の向

上に努めます。 

②講習等を通じて市民と消防が協働する防災対策の実施と救命体制づくりを進めます。 

③消防施設や設備の整備、充実と消防団の団員確保や組織体制の見直しにより、消防の総

合力強化を図ります。 

 

＜現状＞ 

①近年、各地で発生する大規模災害への対

応に加え、新型コロナウイルス感染症等

への対応が急務となっています。 

②消防緊急通信指令システム※や統合型位

置情報通知システム※、消防車両、資機材

などの計画的な更新、整備を進めている

とともに、消防施設の長寿命化と適正な

維持管理に努めています。 

③消防水利※については、消火活動に有効な

箇所への設置を進めています。 

④救急救命士※の確保に向けて、救急救命士
※枠での採用や研修施設での養成に取り

組んでいます。 

⑤救急隊員の技術向上に向けて、村上市救

急ワークステーション※を活用した研修

等に取り組んでいます。 

⑥消防団員の定員に対する充足率は 96％

（令和２年 10 月１日現在）となってお

り、県内市町村平均値を上回っています

が、人口減少や少子化等により、新規入

団者数が減少しています。 

⑦住宅用火災警報器の設置率が低迷してい

ます。 

⑧救命率の向上に向けて、応急手当講習会

を実施し、ＡＥＤ※の使用方法や救急時の

対処法等を普及しています。 

＜課題＞ 

①多種多様な災害が発生する中で、消防が

担う範囲も変化しており、災害に即応す

ることのできる組織づくりと備えの強化

が必要となっています。 

②消防車両や資機材などの計画的な更新を

進め、災害時にすべての機能が発揮でき

る状態に維持整備を進めていくことが求

められます。 

③地域の変化に合わせ、水利設置箇所の有

効性の見直しや新設を行う必要がありま

す。 

④様々な状況下での通報内容に対しても迅

速かつ的確な初動が実現できるよう、多

言語通話や言語及び聴覚機能障がい者に

対応できる設備機器の導入が求められま

す。 

⑤救急救命士※の確保に向けた人材育成や

有資格者確保に継続して取り組んでいく

必要があります。 

⑥救急救命技術の向上に向けて、救急救命

士※や救急隊員への指導強化と指導救命

士の継続的な養成に取り組む必要があり

ます。 

⑦より効果的・効率的な消防活動を行うこ

とができるよう、消防団の組織体制の見

直しを行う必要があります。 

⑧住宅用火災警報器の新規設置と期限切れ

警報器の更新について、注意喚起してい

く必要があります。 

⑨各種講習会などを継続的に実施し、市民

の防災意識を高める必要があります。 

⑩緊急性のない救急要請もあることから、

救急車の適正利用について周知を図る必

要があります。 

 

 

政策２-２ 消防・救急 
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＜主要施策＞ 

１．消防救急体制の強化 

主な 

取組 

①非常用電源設備等の整備などにより、防災拠点としての機能強化を図り、有事

における対応力を高めます。 

②消防車両等の更新に関する配置計画を作成し、効果的・効率的な整備を進めます。 

③消防施設の計画的な更新・整備と維持管理を進めるとともに、耐震性貯水槽の

設置など、施設強化を図ります。 

④様々な状況下からの通報内容にも的確かつ迅速に対応するため、多言語通話機

能や言語及び聴覚機能障がい者に対応できるＮＥＴ119 緊急通報システム※等

の導入を目指します。 

⑤各種訓練や講習会を通じ、関係機関や地域住民との連携を図りながら、地域に

おける消防防災力の強化を図ります。 
 

２．救急救命士※等の計画的な養成と技術向上 

主な 

取組 

①運用救急救命士※を確保するため、救急救命士※有資格者の採用及び新規養成に

取り組みます。 

②指導救命士※の継続的な養成に取り組み、救急救命士※の技術向上を図ります。 

③村上市救急ワークステーション※を活用し、救急救命士※や救急隊員の知識及び

技術の向上を図ることで、更なる救命率の向上を目指します。 
 

３．消防団の充実と組織体制の見直し 

主な 

取組 

①人口減少が進む中においても効果的・効率的な消防団活動を行うことができる

よう、消防団組織の再編を進めます。 

②消防団員数の急激な減少を抑えるため、消防団員の確保と活動強化に努めます。  
 

４．暮らしの安全対策の推進 

主な 

取組 

①住宅用火災警報器設置に対する意識の向上と、期限切れ警報器の更新等に向け

た注意喚起を図るため、指導活動や啓発運動を進めます。 

②応急手当講習会などを通じ、ＡＥＤ※の使用方法や応急手当の方法等を普及啓

発することで、緊急時の対処法や防災に対する意識向上を図ります。 

③けがや病気の際の消防署への相談利用などをＰＲするとともに、救急車の適正

利用に関する周知を図ります。 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

救急講習等の受講者数 3,607 人（R1） 5,700 人 

運用救急救命士※数 32 人 40 人 

消防団員充足率 96％ 96％ 

住宅用火災警報器設置率 66％ 75％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①救急講習等の積極的な受講 

②消防団への積極的な参加、協力 

③住宅用火災警報器の設置、更新、適切な

維持管理 

④救急車の適正利用 

①消防団協力事業所への登録 

②ＡＥＤ※の設置や救急講習等の受講 

③消防設備の点検と適切な維持管理 
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＜政策の方針＞  

犯罪や交通事故のない安全・安心なまちづくり 

 

①市民の安全・安心な暮らしを確保するため、防犯灯などの整備や関係機関、地域等が一

体となった防犯体制の強化により、犯罪が起きにくいまちづくりを進めます。 

②特殊詐欺※や悪質商法等に対する注意喚起、相談体制を充実するとともに、高齢者や子ど

もなどの社会的弱者への防犯意識の向上と地域の見守りに対する意識醸成を図ります。 

③交通安全施設の整備・維持を進めるとともに、啓発活動及び交通安全教育活動により、

交通安全意識を醸成します。 

 

＜現状＞ 

①防犯対策については、関係団体・関係機

関と連携協力しながら、取組を進めてき

ました。また、新規要望箇所への防犯灯

設置の推進や老朽化した防犯灯の改修を

継続的に行っています。 

②村上市消費生活センターに消費生活相談

員を配置し、消費生活に関する各種相談

対応や啓発活動を行っています。 

③市内における交通事故発生件数は減少傾

向にありますが、事故による死者数は増

加傾向にあります。また、高齢者が関係

する交通事故の割合は、依然として高く

なっています。 

④市内には多くの狭あい道路※などがあり

ますが、すべての道路状況を改善してい

くには多くの時間がかかります。 

＜課題＞ 

①地域の要望を踏まえた防犯灯の新規設置

の推進や改修を行うとともに、自主防犯

パトロールの普及や体制づくりなどに向

けた取組を進める必要があります。 

②悪徳商法や詐欺行為の手口はめまぐるし

く変化し、巧妙かつ複雑化が進んでいる

ことから、迅速で的確な対応が求められ

ています。 

③高齢者や子どもなどの社会的弱者を犯罪

から守るため、関係機関などと連携する

とともに、地域の見守り活動を広げてい

く必要があります。 

④交通安全教室や交通安全街頭指導、啓発

活動等を行うことにより、交通安全意識

を醸成し、交通事故件数の減少を図る必

要があります。また、高齢者の交通事故

防止対策に引き続き取り組む必要があり

ます。 

⑤道路危険箇所の把握や情報提供などによ

り、可能な限り事故の未然防止を進める

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-３ 防犯・交通安全 
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＜主要施策＞ 

１．防犯活動の推進 

主な 

取組 

①防犯灯の設置やＬＥＤ化を進め、明るく安心できる環境づくりと犯罪が起きに

くいまちづくりを進めます。 

②犯罪の抑制と安全・安心な暮らしに向けた市民活動を広げるため、青色回転灯

による防犯パトロール活動の普及や組織づくりを推進します。 

③登下校時における子どもの見守り活動など、地域と連携した安全・安心な環境

づくりを推進します。 

④防犯活動の一環として、防犯カメラの効果的な設置について、検討を行います。 

 

２．特殊詐欺※等の被害防止と防犯意識の醸成 

主な 

取組 

①高齢者や子どもなどの社会的弱者が詐欺や悪徳商法等の被害に遭わないよう、

警察署や関係機関などとの連携を強化しながら、相談支援や啓発活動を推進し

ます。 

②防犯講座の開催や情報発信により、特殊詐欺※等の被害防止情報の提供や注意

喚起を行います。 

 

３．交通安全対策 

主な 

取組 

①カーブミラーなどの設置や道路危険箇所の把握・情報提供により、交通事故の

未然防止に努めます。 

②交通安全指導員や警察関係者などによる交通安全街頭指導や広報活動により、

交通マナーの向上や交通安全意識の向上を図ります。 

③飲酒運転を根絶するため、関係団体と連携しながら飲食店などへの協力要請や

広報啓発活動に引き続き取り組みます。 

④交通事故防止に向け、高齢者や子どもに対する交通安全教室などの講座を引き

続き実施します。 

⑤高齢ドライバーに対して、加齢に伴う身体・判断力等の変化や運転免許証の自

主返納に関する情報提供を行いながら、高齢者が適切な時期に運転免許証を返

納できる環境づくりに努めます。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

市民による自主防犯活動団体数 4 団体 10 団体 

刑法犯の発生件数 235 件（R1） 200 件 

交通事故による死亡者数 4 人 0 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①防犯意識や交通安全意識の向上 

②防犯講座や交通安全教室への参加 

③交通法規の遵守 

④高齢者や子どもの見守り活動への参加 

⑤道路危険箇所の早期発見への協力 

① 防犯活動への参加・協力 

② 交通安全や防犯に関する研修の開催 

③ 交通安全協力事業所への登録 

④ 高齢者や子どもの見守り活動への参加、

協力 
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＜政策の方針＞   

美しい自然環境の保全とエネルギー資源を活用したまちづくり 

 

①本市の自然と暮らしへの理解を深めながら、環境保全活動を推進します。 

②環境問題に関する意識啓発を図るとともに、家庭や事業者の省エネルギーの推進と環境

保護活動を促進します。 

③地域特性に応じた再生可能エネルギー等の活用促進を図ります。 

 

＜現状＞  

①本市は美しい自然環境に恵まれており、

豊かで多様な動植物が存在しています。 

②市内における平成 29 年度のエネルギー

消費量は 6,488TJ（テラジュール）で、平

成７年度の 8,751TJ をピークに減少傾向

にあります。エネルギー消費量の内訳は、

産業部門が 45％で最も多く、次いで運輸

部門が多い特徴があります。エネルギー

種別の内訳は、燃料油が53％で最も多く、

次いで電力が多い特徴があります。 

③気温の上昇など地球温暖化が原因とみら

れる気候変動の影響により、世界規模で

自然災害が頻発している中、市内のＦＩ

Ｔ※認定の再生可能エネルギーは、平成

26 年４月の約 2,800KW（導入件数 351 件）

から、平成 31 年３月には約 8,707KW（導

入件数 682 件）まで増加しています。令

和２年３月時点のＦＩＴ※導入量は太陽

光発電が最も多く、再生可能エネルギー

導入量の 86％を占めています。 

 

＜課題＞ 

①恵まれた自然環境を守り、次世代に引き

継いでいくため、市民の環境意識を高め、

環境対策を積極的に推進するとともに、

希少な動植物の保護活動を市民と協働し

て進めるために市民への啓発や理解を広

めることが必要です。 

②エネルギーの安定供給確保と地球温暖化

防止のため、省エネルギーや創エネルギ

ーなどを推進し、ＣО２の排出縮小や脱炭

素の推進などに取り組む必要がありま

す。特にエネルギー消費量が比較的高い

運輸部門では、より一層の環境負荷低減

が求められています。 

③太陽光発電だけでなく、地域資源を活用

した様々な再生可能エネルギーを適切に

使っていくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-４ 環境・エネルギー   
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＜主要施策＞ 

１．自然環境の保全 

主な 

取組 

①自然保護や環境保全への市民意識高揚のため、環境フェスタなどの環境保全啓

発事業に取り組みます。 

②市民協働による環境美化運動の推進のため、地域の清掃活動などを支援しま

す。 

③希少な動植物を次世代に継承していくため、市民や関係機関と連携し、保護活

動を支援します。 

 

２．省エネルギー活動の推進 

主な 

取組 

①家庭や事業者の省エネルギー活動を推進します。 

②事業者による省エネルギー診断や家庭におけるエコライフの啓発など、省エネ

ルギー活動につながる情報を提供し、省エネルギーに対する市民意識の向上や

拡大を図ります。 

③環境にやさしいエコドライブの実施や公共交通機関の利用拡大に向けて啓発

活動を行うとともに、次世代自動車※などの利用環境整備を促進します。 

 

３．再生可能エネルギー等の活用促進 

主な 

取組 

①2050 年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」宣言

に則り、地域の脱炭素に向けた取組を推進します。 

②災害時利用を含め、公共施設等における再生可能エネルギーの導入検討や再生

可能エネルギー電力の率先購入を推進します。 

③豊富な森林資源を活かすため、民間企業等と連携しながらバイオマス※エネル

ギーの導入について検討します。 

④卒ＦＩＴ※後の蓄電池購入費補助金の創設を検討します。 

⑤村上・胎内市沖における洋上風力発電事業について、環境や漁業への影響に配

慮しつつ慎重な検討を進め、適切な情報の発信に努めます。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

環境フェスタ参加団体数 12 団体（H30） 15 団体 

市民１人当たりエネルギー使用量 105GJ（H29） 105GJ 

市域における再生可能エネルギー  

発電設備の発電出力量 
95MW（R1） 112MW 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①環境フェスタ等の環境イベントへの積極

的な参加 

②環境美化運動への積極的な参加、協力 

③日常生活における省エネ行動の実施 

④再生可能エネルギーへの理解と活用 

①環境美化活動への協力 

②省エネ運動の実施 

③省エネルギー診断の実施 

④低公害車の導入 

⑤再生可能エネルギーの導入 
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＜政策の方針＞   

資源が循環し、快適で暮らしやすい生活環境づくり 

 

①ごみの減量化やリサイクル率の向上を図るとともに、一般廃棄物の適正処理を推進しま

す。 

②臭気測定、水質検査等の環境計測を継続的に実施し、生活環境の保全を図ります。 

③火葬場の老朽化対策などを進め、適正な管理運営を図ります。 

 

＜現状＞  

①社会の環境意識が高まる中、分別収集の

徹底、収集品目の拡大により、ごみの減

量や食品ロスに関する市民意識の向上が

みられますが、ごみの排出量は微減傾向

です。 

②老朽化により廃止した一般廃棄物処理施

設について、解体に向けた作業を進めて

います。 

③生活衛生に関する苦情については、悪臭

や不法投棄に関するものが大半を占めて

います。 

④火葬場の老朽化が進んでおり、施設整備

などに関する検討を進めています。  

 

＜課題＞ 

①家庭や事業者から発生するごみの抑制や

再利用及び再資源化の促進などにより、

循環型の地域社会づくりに向けた取組が

必要です。 

②一般廃棄物処理施設の円滑な解体処理と

最終処分場の延命化について、計画的な

作業実施が必要です。 

③美しい環境と生活環境の保全のため、臭

気測定等の継続的実施や施設の適正管理

に対する監視や指導を継続しながら、根

本的な対策を関係機関と連携して進めて

いくことが必要です。 

④火葬場の事故防止と安定的な稼働のた

め、施設更新や改修を行っていくことが

必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-５ 生活衛生   
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＜主要施策＞ 

１．５Ｒ※の取組推進によるごみの減量化 

主な 

取組 

①分別の啓発と徹底により、ごみの減量化とリサイクルの促進を図ります。 

②増加傾向にある直接搬入ごみのうち、事業系ごみの現状把握と減量化に向けた

取組を促進します。 

③食品ロス削減に向け、関係団体と連携した普及啓発に取り組みます。 

 

２．一般廃棄物処理施設の適正管理 

主な 

取組 

①廃止したごみ処理施設などの計画的な解体工事を進めます。 

②焼却灰の再資源化等による最終処分場の長寿命化を図るとともに、適正管理を

行います。      

 

３．生活環境衛生の確保 

主な 

取組 

①臭気測定や水質検査、騒音測定による環境監視体制を強化します。 

②事業者などへの指導体制について、関係機関との連携強化を図るとともに、新

たな公害防止対策に向けた研究や支援に努めます。 

③看板設置やパトロールの強化により、野焼きや不法投棄を防止します。 

 

４．火葬場の施設整備の推進 

主な 

取組 

①火葬場の大規模修繕や建て替えについて検討し、最も適切な施設整備を進めま

す。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量 744ｇ 732ｇ 

リサイクル率 18.7％ 25.2％ 

公害苦情件数（騒音、振動、悪臭） 3 件 1 件 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①ごみの分別の徹底と減量化への協力 

②環境美化活動への参加 

③公害や不法投棄の監視への協力 

④所有地などの適正な管理 

 

①ごみの分別の徹底と減量化への協力 

②リサイクルへの協力 

③環境美化活動への協力 

④公害苦情の発生防止 

⑤所有地や所有施設の適正な管理 
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＜政策の方針＞   

水環境を守り続けるまちづくり 

 

①近年増えている集中豪雨などによる浸水被害対策と、安全な生活環境の確保に向け、雨

水幹線の整備を行います。 

②公共用水域の水質保全と快適な生活環境を確保するため、下水道や合併処理浄化槽の普

及及び適切な施設管理に努めます。 

③将来にわたり安全・安心で良質な水を安定的に供給するため、計画的な施設及び設備の

更新や、簡易水道※の上水道への統合を進めます。 

④長期的な経営計画に基づき、人口規模や利用量に応じた事業運営の効率化や安定運営に

努めます。 

 

＜現状＞  

①公共下水道への接続が進まず水洗化率が

低い状況にあります。また、農業集落排

水の水洗化率についても伸びが鈍化して

います。 

②老朽化した施設については、機能保持の

ため改築更新事業を進めており、計画的

な点検を行いながら適切な維持管理に努

めています。 

③災害時等の管理体制の強化やアセットマ

ネジメント（資産管理）計画※策定の基礎

となる水道施設台帳について、統一シス

テムにより電子化し、効率化を進めてい

ます。  

④令和２年度から下水道事業会計及び簡易

水道※事業会計に地方公営企業法を適用

し、公営企業会計※として経営を行ってい

ます。 

⑤地域の特性に応じ、下水道処理区域と合

併処理浄化槽処理区域を設定し、整備を

進めています。 

＜課題＞ 

①下水道への接続啓発を進め、水洗化率の

向上を強く呼びかけていく必要がありま

す。 

②集中豪雨や地震時の状況を踏まえ、市街

地の浸水対策や老朽化した施設・管路な

どの更新、耐震化により災害に強い施設

管理が必要です。 

③人口減少などに伴う料金収入の減少、老

朽化による施設更新費と維持管理費の増

加など、今後も厳しい経営状況が予測で

きる中、中長期的な視点から計画的な施

設改修や統廃合事業を推進する必要があ

ります。 

④今後の収支見通しに合わせ、適切な料金

設定を検討する必要があります。 

⑤合併処理浄化槽の設置者に対する負担軽

減を図り、水洗化率向上に努めます。 

  

 

  

政策２-６ 上下水道   
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＜主要施策＞ 

１．下水道事業の推進 

主な 

取組 

①市街地の浸水対策として、雨水幹線の整備を実施します。 

②下水道への接続増加に向け、各種貸付金や補助金制度の普及啓発を進め、水洗

化率の向上を図ります。 

 

２．下水道老朽化施設の改築更新及び処理区の統廃合 

主な 

取組 

①老朽化施設などの計画的な更新により、長寿命化と機能保持を図ります。 

②施設更新に合わせて施設の耐震化を図ります。 

③計画的な点検を実施し、適切な維持管理に努めます。 

④人口動向等を考慮した処理区の見直しや統廃合を計画します。 

 

３．上水道老朽化施設の改築更新及び処理区の統廃合 

主な 

取組 

①浄水場等の改築更新を進め、水道水の安定供給に努めます。 

②施設や管路の耐震化を推進し、災害に強い供給体制を確立します。 

③水道事業の安定経営に向け、水道施設の統廃合を計画します。 

④持続可能な水道事業の実現に向け、アセットマネジメント計画※の策定に取り

組みます。 

 

４．事業の安定経営 

主な 

取組 

①適正な料金の検討をはじめ、長期的な経営計画に沿った安定的な経営を目指し

ます。 

②円滑な企業体運営のために下水道事業会計における地方公営企業法の全部適

用に取り組みます。 

③経営状況や保有資産等の状況を的確に把握し、経営基盤の強化と資産の適正管

理に努めます。 

④事業運営の効率化を図るため、上水道事業会計と簡易水道※事業会計の会計統

合を検討します。     

 

５．浄化槽の普及促進及び適正な維持管理の確保 

主な 

取組 

①浄化槽設置支援制度などにより、合併処理浄化槽整備区域における水洗化率の

向上を図ります。 

②浄化槽の適正な維持管理を促進するため、所有者の負担軽減を図ります。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

公共下水道水洗化率 73.2％ 81.0％ 

下水道施設の耐震化率 12.4％ 48.5％ 

上水道施設の耐震化率 59.0％ 70.2％ 

上水道有収率※ 82.7％ 87.3％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①処理区域における下水道への速やかな接 

 続 

②使用料金の納入 

③上下水道の適切な利用 

④上下水道工事などにおける断水等への理

解及び協力 

⑤合併処理浄化槽の適正な維持管理の実施 

①処理区域における下水道への速やかな接 

 続 

②使用料金の納入 

③上下水道の適切な利用 

④上下水道工事などにおける断水等への理

解及び協力 

⑤合併処理浄化槽の適正な維持管理の実施 
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余白 
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＜政策の方針＞  

安全で良好な水辺の整備・保全による環境づくり 

 

①河川や海岸の環境保全に努めながら、雨水処理や下水道（雨水）処理の計画と合わせた

整備を進め、集中豪雨による浸水被害や冬の強風や波浪等による海岸保全施設の破損等

の自然災害を未然に防止する取組を行います。 

②周辺集落と連携し、堤防や排水路等の施設の適正な維持管理を実施します。 

③流域連携を含む河川改修や水路整備により、良好な水辺空間の形成に努め、親水空間と

して市民が活用できる取組を行います。 

 

＜現状＞  

①河川・排水路等の危険箇所や浸水多発区

域を計画的に整備し、豪雨時における浸

水被害の未然防止に努めています。  

②近年の気候変動による災害の激甚化、頻

発化を踏まえ、荒川流域及び三面川周辺

地域において、関係者が協働し計画的な

流域治水※を進めるための協議会を発足

し、流域治水※プロジェクトの策定・公表

を行っています。 

③冬の強風や波浪等による海岸侵食や海岸

保全施設の破損、沿線道路の通行止め等

が発生し、住民生活に影響が生じていま

す。 

④河川、排水路内の土砂堆積や草木の繁茂

による周辺環境の悪化、施設の能力低下

が見受けられます。    

⑤「水辺の楽校※」の維持管理や、荒川にお

ける「たんぽ（湧水ワンド）※」の保全・

再生等を通じ、自然と調和した河川環境

の整備を図っています。  

  

＜課題＞ 

①下水道事業による市街地の雨水排水計画

との整合を図りながら、計画的な整備を

進める必要があります。  

②荒川及び三面川水系の治水対策を促進す

るため、地域住民や関係機関と連携し、

地域に根ざした川づくりを推進する必要

があります。 

③海岸保全施設の整備強化や適切な維持補

修により、防災・減災機能を高める必要

があります。 

④河川、排水路機能の保全のため、周辺集

落などと連携し、河川環境保全の取組の

継続が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-７ 河川・海岸   
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＜主要施策＞ 

１．災害を未然に防ぐ河川・海岸事業の推進 

主な 

取組 

①河川の危険箇所を把握し、災害の未然防止に向けた整備を推進します。  

②河川などに関する計画の見直しや下水道（雨水）計画との整合を図ります。 

③国・県が管理する河川については未改修箇所の整備促進を図るため、早期完成

に向けた要望を継続して行います。 

④海岸保全施設の整備促進を図るため、県や関係機関への要望を継続して行いま 

す。 

 

２．施設の適正な維持管理の充実 

主な 

取組 

①定期的にパトロールを行い、施設の状態を把握し、堆積土砂の撤去、草木の伐

採を適切に実施します。     

②「村上市管理河川堆積土砂管理計画」に基づき、河川における堆積土砂撤去を

計画的に進めます。     

③周辺集落と連携し、維持管理と河川環境の保全に努めます。 

 

３．自然と調和した河川環境整備の充実 

主な 

取組 

①施設の適正な維持管理を行い、魅力ある水辺空間の保全に努めます。 

②国・県が管理する河川については、適切な整備と維持管理について働きかけを

行います。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

河川改修延長 200ｍ 575ｍ 

排水路整備延長 527ｍ 1,732ｍ 

河川堆積土砂撤去延長 － 1,518ｍ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①水辺周辺の清掃活動への協力 

②不法投棄防止の啓発や監視への協力 

③水辺を活かした市民活動への積極的参加 

④水辺空間の積極的利用 

①水辺周辺の清掃活動への協力 

②不法投棄防止の啓発や監視への協力 

③水辺を活かした市民活動への積極的参加 

④水辺空間の積極的利用 

 

 

  



38 

 

＜政策の方針＞   

安全で快適な道路環境づくり 

 

①関係機関と連携して高速交通体系の整備促進に取り組むとともに、市道の安全性や利便

性の向上を図ります。 

②日常生活において誰もが安全で快適に利用することができる道路環境の維持、整備に努

めます。 

③橋梁や道路等の長寿命化や適切な維持管理により、安全性や快適性の保たれた道路環境

づくりを進めます。 

 

＜現状＞  

①平成 25 年に事業化された朝日温海道路

（日本海沿岸東北自動車道）については、

用地買収も順調に進み、１号トンネルが

貫通するなど各所で工事が進められ、早

期の開通が期待されています。 

②日本海沿岸東北自動車道については、事

故発生率が高い区間があり、時間信頼性
※の確保が難しくなっています。 

③ハーフインターチェンジがあり交通移動

に不便さが感じられます。 

④広大な市域においては、国道・県道など

と結んだ幹線市道が生活面や産業面、防

災面などにおいて重要な役割を担ってい

ます。 

⑤通学路の安全を確保するため、村上市通

学路交通安全対策プログラムに基づき安

全対策を推進しています。 

⑥道路施設の老朽化対策として、橋梁長寿

命化修繕計画等の個別計画に基づき、橋

梁や道路舗装の修繕などを進め、道路施

設の長寿命化と機能保全対策を進めてい

ます。 

 

＜課題＞ 

①朝日温海道路の早期開通に向け、推進協

議会や沿線自治体と一体になった整備促

進活動を進める必要があります。 

②日本海沿岸東北自動車道の４車線化など

により早期に時間信頼性※の確保を図る

必要があります。 

③物流や地域の活性化のため、村上山辺里、

朝日三面インターチェンジのフル規格化
※が必要です。  

④幹線市道の整備を図るとともに、朝日温

海道路の整備進捗に伴い、アクセス道の

整備による利便性の向上が必要となりま

す。  

⑤生活道路や通学路における通行の安全確

保に積極的に取り組む必要があります。 

⑥橋梁など道路施設の老朽化が進んでいる

ため、道路施設の長寿命化対策や適切な

維持管理による安全性の確保、維持管理

コストの縮減と費用の平準化などを進め

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-８ 道路   
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＜主要施策＞ 

１．高速交通体系の整備促進 

主な 

取組 

①朝日温海道路の延伸に向け、推進協議会との連携により円滑な整備推進を図り

ます。      

②日本海沿岸東北自動車道沿線自治体と連携し、早期全線開通に向けた整備促進

活動を進めます。      

③朝日温海道路の利便性向上と地域活性化インターチェンジのフル規格化※に向

けた取組を推進します。 

 

２．幹線交通網と生活道路の整備促進 

主な 

取組 

①国道・県道などへのアクセス性や利便性、安全性などの向上と、地域交流の促

進などに向けて、幹線市道の整備を図ります。   

②新潟山形南部連絡道路の関係機関と連携し、要望活動等による整備促進を図り

ます。 

③狭あい道路※の舗装整備などを進め、誰もが利用しやすく安全で快適な生活道

路の整備を推進します。 

 

３．ひとにやさしい歩行空間の整備促進 

主な 

取組 

①通学路における交通安全を確保するため、村上市通学路交通安全対策プログラ

ムに基づき抽出された対策必要箇所の対策を進めます。 

 

４．道路の適正な維持管理の推進 

主な 

取組 

①市、住民、事業所、まちづくり協議会との協働による道路美化活動を推進しま

す。 

②橋梁長寿命化修繕計画やその他個別施設計画に基づき、橋梁など道路施設の対

策を進めるとともに、予防保全型の適切な維持管理に努め、道路の安全性確保

と長寿命化を図ります。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

幹線市道整備延長 0 ㎞ 1.77 ㎞ 

通学路交通安全対策進捗率 0％ 100％ 

舗装修繕計画、橋梁長寿命化修繕計

画の進捗率 

舗装 3.8％ 

橋梁 1.5％ 

舗装 30.0％ 

橋梁 20.8％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①高速道路の整備促進への協力 

②道路美化活動や日常管理への協力 

③危険箇所の早期発見への協力 

④適正な道路利用の実施 

①高速道路の整備促進への協力 

②道路美化活動や日常管理への協力 

③危険箇所の早期発見への協力 

④適正な道路利用の実施 
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＜政策の方針＞  

誰もが快適で自由に移動できるまちづくり 

 

①路線バスやコミュニティバス※など、使う人のニーズに合わせた利便性や快適性の高い移

動環境の充実を目指します。 

②誰もが利用しやすく、環境に配慮した車両の導入や待合環境の整備により、公共交通の

利便性向上を図ります。 

③二次交通※の確保や利用案内の充実等により、わかりやすく利用しやすい交通体系を目指

します。 

 

＜現状＞  

①人口減少とともに、自家用車の普及率向

上により公共交通利用者は年々減少して

います。  

②山北地域や朝日地域では中山間部に集落

が広く点在しているため、効率的な運行

が難しい状況です。    

③本市の運転免許保有者のうち、65 歳以上

が 34％を占めています。高齢ドライバー

による交通事故などが増える中、免許返

納者は増加傾向にありますが、公共交通

機関の利用増加にはつながっていませ

ん。 

④本市の公共交通網は幹線として、ＪＲ羽

越本線と日本海沿岸東北自動車道が縦断

し、市南部をＪＲ米坂線が横断していま

す。幹線につながる支線として、路線バ

スは市内 23 系統が運行し、すべてが廃止

代替路線となっています。   

⑤ＪＲや路線バスによる公共交通を補完す

るため、コミュニティバス※としての「ま

ちなか循環バス」と「せなみ巡回バス」を

運行しているほか、交通不便地域※の解消

などを目的としてデマンド型※の「のりあ

いタクシー」を運行しています。 

＜課題＞ 

①「村上市地域公共交通計画」に基づき、持

続可能な公共交通を構築するために、効

率的な公共交通ネットワークの形成や地

域ニーズに応じた運行の検討が必要で

す。 

②公共交通を利用する機会がない人に対し

て、どのような公共交通が運行している

かなど、運行内容や利用方法に関する周

知の工夫と、利用に向けたきっかけづく

りなど、市民、交通事業者、行政が協力し

て利用促進対策を行う必要があります。 

③のりあいタクシーや既存交通資源の役割

分担を明確にしながら、広く分散してい

る集落に対する移動手段を確保するとと

もに、乗車密度の増加や収支率の改善を

図りながら、効率的で持続可能な運行の

維持が必要です。 

④高齢者や障がい者などの乗降時の負担軽

減や、道幅が狭い道路での運行などに対

応した車両の導入が必要です。 

⑤わかりやすい情報発信と合わせ、観光客

のニーズにも合わせた交通手段の検討が

必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-９ 公共交通   
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＜主要施策＞ 

１．交通確保対策の維持及び利用促進 

主な 

取組 

①路線バスやコミュニティバス※、各種のりあいタクシー、スクールバスなど、

既存の交通資源の特性に応じた移動手段の活用と連携を構築し、運行の効率化

と最適化を図ります。 

②わかりやすい料金への見直しと通学割引制度の継続、高齢者の利用促進に向け

た取組を進めます。      

③地域の移動ニーズに合わせ、自家用有償旅客運送などの新たな公共交通を導入

します。 

④タクシー会社がない、もしくは公共交通の利便性の低い地域において、市民の

生活の足となる移動手段を確保します。 

⑤高速のりあいタクシーの利用者数の増加を図るための検討を行います。 

 

２．利用しやすい車両の導入と待合環境の確保 

主な 

取組 

①せなみ巡回バスなどに低床車両バスを導入します。     

②ＥＶ車両※等の導入による二酸化炭素排出量の削減を図ります。 

③市産材（杉、桧）を用いた待合所やベンチの整備に努めます。 

 

３．わかりやすい情報提供及び観光・地域活性化との連携 

主な 

取組 

①観光施設等を巡る二次交通※の確保を図ります。 

②公共交通利用や観光など多岐にわたる案内マップ等の作成に努めます。 

③標準的なバスフォーマット（ＧＴＦＳ-ＪＰ）※の導入と主要施設へのデジタル

サイネージ※を活用した公共交通案内板の整備を推進します。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

路線バス等の公共交通機関の１人

当たり年間利用回数 
2.23 回/年 2.30 回/年 

公共交通の収支率 
路線バス等：12％ 

のりあいタクシー：9％ 

路線バス等：13％ 

のりあいタクシー：10％ 

公共交通空白・不便地域率 11.8％ 0.1％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①公共交通の積極的な利用 

②ノーマイカーデーなどへの参加 

①公共交通の利用促進活動への協力 

②公共交通の運行時間や利用案内掲示など

への協力 
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＜政策の方針＞   

歴史と伝統を守りながら、快適に暮らせるまちづくり 

 

①歴史的風致維持向上計画や景観計画に基づき、本市らしい魅力ある景観づくりを推進し

ます。 

②大規模低未利用地※の活用により、市の玄関口である村上駅周辺のにぎわい創出を図りま

す。 

③コンパクト・プラス・ネットワーク※の形成を念頭においた土地利用を進めるとともに、

状況やニーズの変化に応じて都市計画の適宜見直しを実施します。 

 

＜現状＞  

①歴史的風致維持向上計画の推進により、

旧町人町・寺町では建造物の外観修景が

進んでいます。    

②景観計画に基づく届出や助成事業などの

実施により、景観に対する市民意識が高

まっています。    

③村上駅周辺のまちづくりについて、今後

の進め方の検討を進めています。  

④坂町エリアでは低未利用地※の活用を図

るため、関係機関と連携しながら道路整

備を進めています。  

⑤土地利用構想と都市計画マスタープラン

の土地利用方針に基づき、都市計画道路

の見直し作業を進めています。 

＜課題＞ 

①市内には、武家町の風情が残る町並みや

町屋などの村上らしい歴史的景観が現存

していますが、老朽化などへの対策が必

要です。 

②村上城下町地区外に立地する歴史的建造

物の保存・活用方法について検討する必

要があります。    

③景観や歴史を活かし、「まち」の魅力を向

上させる取組を行ってきましたが、住み

たい、住み続けたいと思われる環境づく

りに向け、更なる取組が必要です。 

④村上総合病院解体後の跡地利用や活性化

策及び駅周辺の土地利用や施設整備につ

いて、具体的な整備計画を示していく必

要があります。  

⑤早期に道路整備の効果を発揮させ、土地

利用を促す必要があります。 

⑥長期未着手道路※の見直しの検討を進め

ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-１０ 市街地・景観   



43 

 

＜主要施策＞ 

１．歴史的風致維持向上計画及び景観計画に基づく事業の推進 

主な 

取組 

①良好な景観維持に要する経費の負担軽減を図り、村上らしい歴史的景観の保全

を図ります。      

②歴史的風致維持向上計画及び景観計画の連携により、歴史的建造物など、景観

保全上重要な資源の保存・活用を図ります。  

③道路の無電柱化等により、景観に配慮した町並みづくりを推進します。 

④歴史的活動の活性化や継承についての支援及び啓発を図ります。   

⑤第２期歴史的風致維持向上計画を策定します。     

 

２．村上駅周辺まちづくりの推進 

主な 

取組 

①大規模跡地の利活用など、具体的な土地利用計画の策定に取り組みます。 

②駅東西を連絡する通路や駅東口及び西口の整備は財源確保等を含め、事業実施

に向けた検討を進めます。      

 

３．都市計画道路の整備 

主な 

取組 

①コンパクトで利便性の高いまちづくりに向け、低未利用地※の活用を図るため

の道路整備を推進します。 

 

４．都市計画の見直し 

主な 

取組 
①事業着手が困難な長期未着手道路※の見直しを実施します。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

歴史的風致形成建造物指定件数 39 件 60 件 

都市計画道路南中央線の改良率 40％ 80％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①景観の保全や町並みづくり活動への参 

加、協力 

②歴史的景観の保全への協力 

③景観や町並みづくりに関する知識の向上 

 

①市民による町並み保全や景観づくりの活

動への協力 

②事業活動や広告物設置における景観への

配慮 

③市街地開発における低未利用地※の積極

的な活用と周辺環境との調和への配慮 
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＜政策の方針＞   

安心と安らぎのある住み心地の良いまちづくり 

 

①地域特性に合った安全・安心で快適な居住環境の形成に向け、住宅性能向上のための支

援やニーズに即した公営住宅の整備を促進します。 

②緑豊かで潤いと安らぎのある生活環境の確保・維持のため、公園の適切な維持管理に努

めます。 

③空き家の実態調査を実施し、適正管理の促進を図るとともに、多様な需要喚起により、

中古物件や空き家の再生・利活用を進めます。 

 

＜現状＞  

①昭和 50 年代に建設された公営住宅では、

現在の生活様式に合わない部屋の造りが

多く、入居者から利便性の向上が求めら

れています。 

②木造住宅の耐震診断に対する補助申請件

数は毎年一定数ありますが、耐震改修工

事の実施までには至っていません。 

③公園施設の老朽化により、遊具等の利用

制限や撤去された状態が続いています。 

④「村上市空き家等対策計画」に基づき、管

理不全な空き家等については、所有者等

に適正管理を行うよう助言・指導してい

ますが、年々増加しています。管理者不

在や経済的事情等で適正管理されない困

難事例も増加しており、空き家等管理の

第一義的責任は所有者等にあることへの

意識の低い人が見受けられます。 

⑤空き家バンクへの登録物件が増加してお

り、成約数も伸びていますが、成約に至

らない登録物件が多くみられます。 

 

＜課題＞ 

①老朽化した公営住宅について、今後の整

備方針を定める必要があります。  

②木造住宅の耐震改修工事の実施に向けた

啓発や促進を図る必要があります。 

③老朽化が進む遊具などの公園施設につい

て、安全性の確保と計画的な更新等を進

めるとともに、快適な公園を維持するた

め、利用状況に合った適正な管理手法の

検討が必要です。 

④空き家の発生を抑制する取組に加え、危

険性の高い空き家となる前に解体を促す

取組も進めていく必要があります。 

⑤登録物件の利用促進を図るため、空き家

バンク制度の見直しが必要です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策２-１１ 住環境   
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＜主要施策＞ 

１．公営住宅の整備 

主な 

取組 

①ニーズに即した居室の改修を進めます。 

②「村上市公営住宅等長寿命化計画」を改定し、公営住宅の在り方や方向性等を

定め整備を進めます。 

 

２．木造住宅の耐震性強化 

主な 

取組 

①市民に対する耐震対策への啓発を推進します。     

②耐震性のない木造住宅の耐震改修や建替えの推進を図ります。   

 

３．公園の適切な維持管理 

主な 

取組 

①遊具などの公園施設の修繕や更新を行い、安全で魅力的な公園づくりを進めま

す。      

②憩いの場となる快適な公園を維持するため、管理手法の検討も含め、適切な維

持管理を行います。      

 

４．空き家対策 

主な 

取組 

①管理不全な空き家等の所有者に対する助言・指導を進めます。 

②危険が切迫している管理者不在等の空き家については、除却を行うとともに所

有者に対する責任を求めます。 

 

５．空き家バンク事業による定住・利活用の促進 

主な 

取組 

①登録条件を見直し、登録可能物件の明確化を図ります。    

②売買だけでなく、賃貸物件の取扱いについて検討します。   

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

公営住宅等長寿命化計画の進捗率 － 40％ 

木造住宅の耐震診断申請者数 62 人 80 人 

管理不全な空き家等の改善度（改善

件数／指導件数） 
68％ 75％ 

空き家バンク事業成約件数 42 件 66 件 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①周辺の清掃や美化活動への協力 

②身近な公園の除草などへの協力 

③空き家情報の提供や危険建築物に関する

通報 

④中古物件や空き家の適正管理、利活用 

①自治会による供用部分の管理への協力 

②事業活動に対する中古物件の活用 

③地域の清掃や美化活動への協力 
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＜政策の方針＞  

村上の食と地域を支える魅力ある農業づくり 

 

①農用地の効率的な活用や生産体制の構築、ＩＣＴ※の活用、有害鳥獣対策などにより、農

業生産効率の向上を図ります。 

②農産物のブランド化や高品質化を図るとともに、地産地消等により農産物の魅力づくり

や販路拡大を進めます。 

③都市部と農村部などとの交流を図り、農村地域の活性化や農業への理解を広げます。 

 

＜現状＞  

①農業用施設の老朽化が深刻な状況であ

り、突発的な事故等により営農の支障と

なっています。 

②農地や農業用施設の管理は、農業従事者

の高齢化等により生産者だけでは困難な

状況になっています。 

③ため池等の農業用施設は、地震や豪雨等

により近隣に被害が生じる危険性があり

ます。 

④農業従事者の高齢化や離農者の増加によ

り、遊休農地※が年々増加しています。 

⑤人口減少に伴う農産物等の国内消費の減

少や米価の下落により、農業経営は厳し

い状況であり、また農業生産効率が低く

担い手への集積が困難な状況になりつつ

あります。 

⑥水田フル活用と農業所得の最大化に向け

て、需要に応じた米生産等を推進してい

ます。 

⑦少子高齢化や小規模農家の離農により担

い手不足が進んでいます。 

⑧村上牛の出荷頭数は、近年 300 頭前後で

推移していますが、生産農家の高齢化や

後継者不足が進んでいます。 

⑨市内で生産された農産物は、市場等にお

いて高い評価を受けているものの、価格

の低迷などにより生産者を取り巻く環境

は厳しさを増しています。 

⑩近年は、イノシシ被害が平野部まで増大

しています。また、有害鳥獣の捕獲を担

う猟友会員が減少しています。 

⑪農山漁村が持つ魅力的で豊かな自然や、

その地域でしかできない体験に都市住民

の関心が高まっています。 

＜課題＞ 

①農業用施設の計画的な改修等により、施

設の長寿命化と営農の安定化を図る必

要があります。 

②集落等による管理体制への支援により、

農地や農業用施設の持続的な保全を図

る必要があります。 

③農地・農業用施設の防災減災対策として

の整備及び活用を推進する必要があり

ます。 

④農地再生の取組を支援し、遊休農地※の

解消・発生防止に努める必要がありま

す。 

⑤ほ場整備事業を推進するなど、効率的か

つ安定的な農業経営を図るとともに、担

い手への集積を図る必要があります。 

⑥産米品質（収量）の安定化とともに、ネ

ギなどの園芸生産拡大により、農業所得

の確保を図る必要があります。 

⑦就農意欲の喚起と就農後の定着を図る

とともに、地域農業の担い手を安定的か

つ計画的に確保していく必要がありま

す。 

⑧村上牛ブランドの維持に向け生産の安

定化を図る必要があります。 

⑨市内農産物の魅力を更に高めるととも

に、消費拡大を図る必要があります。 

⑩有害鳥獣の捕獲体制の構築と駆除負担

の軽減を図り、農作物被害の防止に努め

る必要があります。 

⑪自然豊かな地域資源を活かし、交流人口
※の拡大など、農村地域の活性化を図る

必要があります。 

 

 

 

政策３-１ 農業   
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＜主要施策＞ 

１．農業用施設の保全と農地の有効利用 

主な 

取組 

①老朽化が著しい農業用施設の計画的な改修により、施設の長寿命化を図りま

す。 

②多面的機能支払交付金により、地域の共同活動を支援し、農地や農業用施設の

保全を図ります。 

③防災・減災対策としての農業用施設の整備や田んぼダムの取組支援を通じ、流

域の治水を推進します。 

④意欲ある生産者と遊休農地※をつなぐしくみを構築し、遊休農地※の解消と農地

の有効利用を図ります。 

 

２．農業経営の安定化と担い手の確保 

主な 

取組 

①生産コストの低減や園芸導入による産地づくりなどのため、ほ場整備事業を推

進するとともに、ロボット技術やＩＣＴ※等の先進技術の活用によるスマート

農業※の導入を推進します。 

②戸別経営体から大規模経営体や法人経営体への移行を推進し、農業経営基盤の

強化を図ります。 

③非主食米や高収益な野菜への生産転換により、農業所得の確保を図ります。 

④新潟県とともに就農相談から経営定着までをきめ細やかに支援し、新規就農者

及び新規就業者の確保・育成を図ります。 

 

３．農産物のブランド化と消費拡大の推進 

主な 

取組 

①村上牛の生産基盤強化を図り、ブランド維持に必要な出荷頭数の維持・向上に

努めるとともに、後継者に対する支援や新規就業者確保に向けた取組を推進し

ます。 

②「岩船産コシヒカリ」や「やわ肌ねぎ」等のような市内農産物のブランド化や

他産地との差別化により、高品質で競争に強い農産物の育成を支援します。 

③農産物の地産地消により、生産や販路を安定させるとともに、市内農産物の魅

力発信に努めます。 

 

４．有害鳥獣対策の強化・拡充 

主な 

取組 

①ＩＣＴ※機器の整備を進め、有害鳥獣駆除従事者の負担軽減を図ります。 

②電気柵の設置やＩＣＴ※・ＩоＴ※などの先進技術を用いた捕獲システムの導入

等により、有効な有害鳥獣対策を推進します。 

③地域ぐるみでの捕獲体制の構築と荒廃農地の利活用などにより、鳥獣被害の出

にくい環境づくりを推進します。 

④捕獲技術向上の研修会の開催や捕獲罠有資格者を増やすとともに、捕獲罠の保

有数も増やすことにより、イノシシ被害の抑制を図ります。 

 

５．農村地域の活性化 

主な 

取組 

①農村地域の活性化を促すため、村上地域グリーン・ツーリズム※協議会の事業

支援を継続的に実施し、農村部における体験交流型観光を推進します。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

新規就農者数 1 人 2 人 

農業産出額 197.7 億円（R1） 217.3 億円 

わな免許取得者数 18 人 20 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①地域住民の協力による農道や用排水路等

の維持・保全 

②市内農産物の消費（購入）拡大 

③鳥獣駆除（自然共生）への理解醸成 

①地産地消の取組の実践 

②販路開拓や販路拡大に協力 
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余白 
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＜政策の方針＞  

豊かな森林を守り育てる林業づくり 

 

①森林資源の循環利用と林業の成長産業化の両立を図ります。 

②脱炭素や再生可能エネルギーの利活用のため、森林が持つ可能性を本市林業の発展に資

する取組を推進します。 

③林業体験や研修会等を通じ、林業の担い手や新規就業者の確保・定着を図ります。 

④市民生活に憩いと潤いをもたらす森林資源の保全のため、計画的な森林育成と治山施設

の整備、病害虫の予防事業などを推進します。 

⑤市産材の利用促進や木材生産の低コスト化等により、林家所得の向上を図ります。 

 

＜現状＞  

①林業に関わる働き手が減少傾向にあり、

管理の行き届いていない森林が増加して

います。 

②松くい虫の被害は、徹底した防除事業に

より減少傾向にあります。 

③市内には広葉樹資源が豊かである一方

で、十分に活用されていません。 

④脱炭素や再生可能エネルギーの重要性が

増しており、森林資源の持つ可能性が見

直されつつあります。 

⑤木材価格に占める生産、流通コストの割

合が高く、低コスト化や施業現場での安

全性の向上が求められています。 

⑥林業事業体と製材・木材加工業者や工務

店との連携が図られておらず、在庫など

の情報が共有されていません。 

⑦輸入材使用や住宅メーカーによる建築の

増加など、消費者ニーズの変化等により、

市産材の利用が少なくなっています。 

⑧森林や木材に関する知識伝承が薄れ、若

い世代の木離れが進んでいます。 

⑨木材価格の低迷や林業従事者の高齢化に

より、担い手不足が進行しています。 

＜課題＞ 

①森林の実情に即した計画的な森林整備

により、森林の健全な保全と育成を図る

必要があります。 

②松林の持つ機能保全と病害虫の抑制に

努める必要があります。 

③市の特産品への使用など、広葉樹資源の

有効活用を図る必要があります。 

④脱炭素社会※の実現を目指し、森林が有

する機能を発揮させるとともに、エネル

ギー利用を図る必要があります。 

⑤先進技術の導入などにより、林業経営の

効率化を図る必要があります。 

⑥木材需要に関する情報共有を図るなど、

木材生産の安定化と流通の効率化を図

る必要があります。 

⑦市産材の持つ優れた特性の普及や、木材

利用に対する需要を喚起する必要があ

ります。 

⑧木とふれあう機会を創出するなど、森林

や木材との関わりを深める必要があり

ます。 

⑨林業の魅力や森林・木材に対する興味を

醸成し、新規就業者の確保を図る必要が

あります。 

 

  

政策３-２ 林業   
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＜主要施策＞ 

１．森林の保全と森林資源の活用 

主な 

取組 

①森林経営管理制度に基づき、森林の経営管理が行われていない森林を市が森林

所有者と林業経営者との仲介役となることで適切な経営管理を行います。 

②土砂災害防止などの森林の有する公益的機能が十分に発揮されるように、広葉

樹林等の保全と再生に努めます。 

③松くい虫防除事業を継続して森林の保全に努め、新たな被害発生の抑制を図り

ます。 

④コナラ林をしいたけの原木等として利用するほか、シナノキ等の樹皮を利用し

た「羽越しな布」や「村上木彫堆朱」で使用する天然漆の生産により、広葉樹

資源の活用を図ります。 

⑤林床を利用して栽培できる林間ワサビ等の栽培を支援し、林間・林床の有効活

用と林業所得の向上を図ります。 

 

２．林業における脱炭素社会※実現に向けた取組の推進 

主な 

取組 

①林業経営に適さない森林については、自然観光林やＣО２吸収林等として、森

林の持つ多面的機能が発揮される森林整備を進めます。 

②森林資源を木質バイオマス※エネルギーをはじめとした新たなエネルギー源と

して有効活用を図ります。 

③地球温暖化対策のため、森林資源を利用したカーボン・オフセットを進めてい

きます。 

 

３．効率的な林業経営の推進 

主な 

取組 

①高性能林業機械やＩＣＴ※技術等を用いたスマート林業※の導入により、生産性

の向上と低コスト化を図ります。 

②自然条件が良く林業経営に適した人工林は、森林経営の集積・集約化や路網の

整備を進め、林業的利用を積極的に進めます。 

③施業の効率化等が期待される「森林基幹道岩船東部線」の早期開通を目指し、

地域一体となった要望活動を行います。 
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４．村上市産材の利用促進 

主な 

取組 

①市産材の供給体制（サプライチェーン）を構築し、計画的に森林資源の利活用

を図ります。 

②木材の消費拡大を支援し、「いわふね杉」などの市産材の利用促進と建築物等

の木質化を推進します。 

 

５．未来を担う人づくり 

主な 

取組 

①木育※や森林環境学習活動により、木にふれ、木に親しむ心を醸成し、林業へ

の関心拡大を図ります。 

②若者を対象とした林業体験イベントなどにより、林業への関心を高め、新規就

業者の確保に努めます。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

林業の新規就業者数 11 人 10 人 

市産材生産量 61,685 ㎥ 90,000 ㎥ 

木育※インストラクター数 20 人 100 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①森林に親しむ「木育※」活動への協力 

②薬剤散布の実施に対する理解と私有林で

の病害虫被害木の適正処理 

③建築物等における市産材の利用 

④市内林産物の利用 

①建築物等における市産材の利用 

②市内林産物の利用 
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余白 
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＜政策の方針＞  

豊かな水産資源を活かした魅力ある水産業づくり 

 

①漁港や海岸保全施設の老朽化対策及び機能強化を進め、漁業の生産基盤を確保します。 

②資源管理型漁業※の推進により、漁業経営の安定化を目指し、水産資源の保護育成を図り

ます。 

③水産業の魅力を高めるとともに新規就業者への支援を進め、担い手の育成と確保に努め

ます。 

 

 

＜現状＞  

①海面及び内水面漁業協同組合は、漁業者

数の減少に伴い組合員数の減少が進んで

おり、魚価の低迷等とも相まって厳しい

経営となっています。 

②漁獲量の減少や魚価の低迷などにより、

漁業経営は厳しい状況となっています。 

③防波堤など漁港施設等は老朽化により、

漁業生産基盤の機能が低下しています。 

④漁業経営体の大半は、家族を中心に漁業

を営む漁家であるが、生活や仕事に対す

る価値観の多様化などにより、漁業に就

業する人が減少し、後継者不足となって

います。 

⑤鮭、白皇鮃、越後本ズワイなどの水産物

のブランド化や販路拡大に取り組んでい

るものの、価格の低迷や流通経費の増加

などにより、生産者を取り巻く環境は厳

しさを増しています。 

＜課題＞ 

①漁業協同組合の取組を支援するなど、水

産資源の維持と利用の両立を図る必要

があります。 

②漁業者が持続的かつ安定的に漁業を営

めるよう、漁業者の負担軽減を図る必要

があります。 

③漁業施設の機能強化を図るなど、施設の

長寿命化に努める必要があります。 

④漁業に関心を持つ者など、意欲ある漁業

者を確保し、担い手として育成していく

必要があります。 

⑤市内水産物の魅力を高め、広めるととも

に、付加価値向上に努める必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策３-３ 水産業   
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＜主要施策＞ 

１．漁業経営の安定化と水産資源の管理 

主な 

取組 

①海面及び内水面漁業協同組合の投資的事業を支援するとともに、水産資源保護

のため稚魚放流事業に対して助成し、経営の安定化と資源管理型漁業※を推進

します。 

②漁業者等が設備などを購入する際に借り入れる資金利子の一部を助成し、漁業

経営の維持・安定を図ります。 

 

２．漁港等の保全 

主な 

取組 

①中浜・府屋・脇川・桑川漁港の老朽化した施設を計画的に改修し、施設の長寿

命化を図ります。 

②漁港海岸保全施設の長寿命化計画に基づき、保全区域に指定された海岸部の防

護や環境整備を行い、海岸部の保全を図ります。 

 

３．漁業担い手の確保・育成  

主な 

取組 

①漁協や県などと連携して、漁家以外の新規就業希望者が円滑に就業できるよう

支援し、担い手の確保を図ります。 

②国・県・市の制度を活用し、新規就業者の負担軽減を図ります。 

③新規就業者の段階に応じた支援を行い、漁業への就業と定着の促進を図りま

す。 

 

４．水産物の消費拡大 

主な 

取組 

①鮮度の良い水産物を市内飲食店等で積極的に活用し、市内消費の拡大と流通コ

ストの軽減を図ります。 

②水産物の加工・販売など６次産業化※を進め、生産者の所得向上を図ります。 

③イベントの開催やインターネットなどを活用した情報発信により、市内水産物

の魅力向上に努め、消費拡大と販路拡大を図ります。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

漁業の新規就業者数 － 5 人 

市内の水揚量 2,111ｔ 2,200ｔ 

水産業の市内総生産額 1,160 百万円 1,200 百万円 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①地元水産物の積極的な消費（購入）や PR

に協力 

②漁港等の環境維持に協力 

①地元水産物の積極的な消費（購入）や PR

に協力 

②水産物の付加価値向上に協力 
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＜政策の方針＞  

地域に根ざした商工業により、活気あふれるまちづくり 

 

①商工団体等と連携し人材育成や販路拡大等により、地域に根差した商業活動の活性化を

図ります。 

②後継者の育成や販路開拓、ブランド力※強化等により、地場産業の活性化を図ります。 

③空き地・空き工場等の有効活用を図るとともに、新規進出企業と既存企業への支援を充

実し、雇用の増大を図ります。 

 

 

＜現状＞  

①市内中小企業等は売上減少や求人難、設

備の老朽化など多くの課題を抱えていま

す。また、後継者がなく事業承継が困難

な企業等も現れています。 

②「村上木彫堆朱」や「羽越しな布」は本市

の誇るべき伝統的工芸品ですが、職人の

高齢化や後継者不足、原材料の確保が困

難な状況となっています。 

③大型店舗の進出や空き店舗の増加などに

より、地元商店街が衰退しています。 

④定期市場の出店者が高齢化しており、新

たな出店もなく年々縮小しています。 

⑤新型コロナウイルス感染症の流行をきっ

かけに、企業が一部機能を地方に置いて

事業継続のためのリスク管理をするとい

う考え方も起きつつあります。 

＜課題＞ 

①市内産業の活性化に向け、市内中小企業

を支援するとともに、既存企業の経営強

化や事業承継を支援する必要がありま

す。 

②後継者の確保・育成等を図るとともに、

新たな商品開発や販路の確保により収

益増加を図る必要があります。 

③消費者の変化など、商店街の役割が変化

する中で、ニーズを捉えた商店街に変化

していくことが求められています。 

④定期市場の利用しやすい環境整備を図

るとともに、新規出店者の確保に向けた

取組を推進する必要があります。 

⑤企業動向を的確かつ迅速に捉えるとと

もに、新たな業種の企業進出に向けた取

組を推進していく必要があります。 

 

 

  

政策３-４ 商工業   
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＜主要施策＞ 

１．市内産業の活性化と中小企業支援 

主な 

取組 

①商工関係団体や市内金融機関と連携し、創業予定者の相談体制及び経営指導の

充実を図るとともに、多様な人材確保に向けた取組を支援します。 

②新製品開発やＥＣサイト※出店などの販路開拓等を支援し、新事業の創出と雇

用の拡大を推進します。 

③研修会への参加や専門家の受入れ、セミナーの開催を支援し、人材育成と産業

振興を図ります。 

④運転・設備資金の融資制度と信用保証料補給により、商工業者の資金調達の円

滑化を図ります。 

⑤関係機関等と連携を図り、事業承継に関する体制・取組について検討を進めま

す。 

 

２．伝統的工芸の振興 

主な 

取組 

①伝統的工芸品の魅力づくりや新たな商品開発や販路開拓への取組を支援し、収

益性を高めるとともに後継者の確保を図ります。 

②産地組合と連携し、売上回復に向けた認知度向上と販売機会の創出を図るとと

もに後継者の育成に努めます。 

③林業分野との連携により、伝統的工芸品の原材料となる「漆」や「シナノキ」

の確保に努めます。 

 

３．商店街・定期市場の活性化  

主な 

取組 

①商店街・商工団体と連携し、個店の魅力を活かした商店街づくりや消費者ニー

ズに対応した環境整備に対する支援を行います。 

②空き店舗などを有効活用した創業支援等により、商店街の活性化を推進しま

す。 

③定期市場の出店者とともに利用しやすい環境の整備や利用促進のためのＰＲ

を行い、出店者と利用者の増加を図ります。 

④新たな出店者の確保に向け、試行的な出店等を検討・支援し、定期市場の活性

化を図ります。 

 

４．企業誘致及び事業拡大企業への支援 

主な 

取組 

①企業訪問により企業の現状と今後の動向を把握します。 

②村上市企業設置奨励条例により投資の促進と雇用の創出を図ります。 

③本市の魅力や自然環境を活かしながらサテライトオフィス※としての進出な

ど、ＩＴ企業等の誘致活動を推進します。 

④空き用地や空き工場の情報収集と情報発信を図るとともに、新たな工業用地の

確保に努めます。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

新規企業立地件数 3 件 5 件 

市補助金を活用し売上増加した 

事業者割合 
39％ 50％ 

空き店舗を利用した創業者等件数 8 件 13 件 

市内企業の建物等の設備投資件数 35 件 50 件 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①地元商店の利用 

②企業立地への理解と協力  

①商品開発など個店の魅力づくり 

②経営基盤の強化や良質な商品・サービス

の安定供給 
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余白 
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＜政策の方針＞  

地域の魅力を磨き、活かしたおもてなしのまちづくり 

 

①各種情報メディアや先進映像技術等を活用したプロモーション※の展開により、本市の認

知度を向上させます。 

②インバウンド※観光や滞在型・体験型観光※など多様な観光ニーズに対応できるよう、多

様な連携を図り、観光推進体制を強化していきます。 

③既存の観光関連施設の保全・活用やアクセス環境、おもてなし環境の整備を進め、観光

客の来訪・集客を図ります。 

 

 

＜現状＞  

①本市には、全国に誇るべき観光資源や特

産品がありますが、全国的な認知が不足

しています。 

②観光施設は、経年劣化等により改修が必

要な時期となっています。また、日本海

沿岸東北自動車道の工事が進められてお

り、道の駅の機能拡張が望まれています。 

③本市を訪れる外国人観光客は、新型コロ

ナウイルス感染症の影響もあり、近年は

皆無となっています。 

④新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、旅行の形態が個人化へと加速してい

るとともに、旅行の目的も多様化してい

ます。 

＜課題＞ 

①先進技術の活用や、来訪者に市の魅力を

知っていただき誘客につなげるため、多

彩な観光プロモーション※を進める必要

があります。 

②観光施設の整備・改修や、多様な活用に

より利便性と利用率の向上を図る必要

があります。 

③アフターコロナを見据え、外国人観光客

の関心が高い情報提供と環境整備を図

る必要があります。 

④新たな旅行形態に対応するとともに、本

市が持つすべての観光コンテンツを活

用するなど、本市への誘客を図る必要が

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策３-５ 観光   
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＜主要施策＞ 

１．多彩な観光プロモーション※の推進 

主な 

取組 

①観光情報誌やＳＮＳ※などのほか、ＶＲ※やＡＲ※などの先進映像技術の活用に

よる観光情報の提供と本市への誘客を図ります。 

②本市の豊かな食材や特色のある鮭料理などの食文化を来訪者に提供・紹介する

ことにより、観光地としての魅力発信を図ります。 

③ＥＣサイト※などを活用し、市内特産品の魅力を発信するとともに、市内へ訪

れるきっかけづくりを推進します。 

 

２．観光施設の整備と利用促進 

主な 

取組 

①観光客のニーズに応じた施設整備や、道の駅のリニューアルなどにより、観光

客の利便性の向上を図ります。 

②既存施設を計画的に改修するとともに、多様な活用方法を検討し、利用率の向

上を図ります。 

 

３．外国人観光客の誘客促進 

主な 

取組 

①インターネット等を活用して、市内の食や自然景勝地など本市の魅力を広める

とともに、ファムトリップ※により外国人観光客の誘客を促進します。 

②多様な連携による受入体制の充実を図るとともに、本市の鮭文化など特色ある

地域資源を活用した体験型観光※を推進します。 

③観光情報の多言語化やＷｉ-Ｆｉ環境の整備などにより、訪日外国人観光客の

利便性向上を図ります。 

 

４．旅行スタイルの変化への対応 

主な 

取組 

①近隣圏をターゲットとした、日帰り・宿泊旅行やキャンプ・アクティビティー

など多彩なプラン提案に向けた支援を検討し、マイクロツーリズム※の推進を

図ります。 

②市内における感染症防止対策を積極的に情報発信するなど、観光客が安心して

来訪できる取組を推進します。 

③市内で活躍されている人材を観光資源として、人が人を呼ぶ新たな旅の形につ

いて検討します。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

観光入込客数 1,280,123 人 2,095,000 人 

外国人観光客入込数 67 人 1,600 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①おもてなしの気持ちの向上 

②観光のまちにふさわしい景観の美化活動 

③市外への積極的なＰＲに協力 

①市外への積極的なＰＲに協力 

②良質なサービスの提供 
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＜政策の方針＞  

物と人の交流が生まれ、賑わいあふれる港づくり 

 

①港湾環境施設を利用した観光・交流の活性化により、港周辺の賑わい創出を図ります。 

②港湾施設の整備により船舶の安全運航の確保と物流・産業拠点としての機能強化を図り

ます。 

 

 

＜現状＞  

①「みなとフェスティバル」や「さかなまつ

り」等の開催により賑わいを見せていま

す。また、港湾緑地に複合遊具を設置す

るなど、住民等の憩いの場として利用さ

れています。 

②岩船港は「みなとオアシス※越後岩船」と

して登録を受けており、国と連携したイ

ベント等の情報発信に取り組んでいま

す。 

③港湾の機能保全を図るため、新潟県にお

いて航路浚渫※が継続して実施され、ま

た、航路埋没対策として防砂堤の整備に

着手しています。 

④岩船港における船舶乗降人員数は新型コ

ロナウイルス感染症の影響もあり、減少

しています。また、海上出入貨物量も減

少しています。 

＜課題＞ 

①イベント等での利用促進や港湾環境施

設の整備などにより、港を核とした賑わ

いを創出する必要があります。 

②「みなとオアシス※越後岩船」の魅力を

全国に発信するなど、港を中心として魅

力あるまちづくりを進めていく必要が

あります。 

③港湾機能の保全とともに、災害時におけ

る輸送手段の代替性を確保する必要が

あります。 

④県や民間団体と連携した取組などによ

り、岩船港の利用促進を図る必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策３-６ 港   
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＜主要施策＞ 

１．港の賑わい創出の促進 

主な 

取組 

①港湾緑地や広場の利用促進を図るため、官民協働で新たなイベント等の創設に

向けた取組を推進します。 

②港湾環境施設の整備を進めるとともに、レクリエーション利用の拡充について

検討します。 

③国土交通省のホームページを活用した広域的な情報発信など、国と連携して賑

わいの創出や知名度の向上を図ります。 

 

２．港湾機能の保全と防災拠点としての整備促進 

主な 

取組 

①港湾機能保全のため、浚渫※事業を継続的に実施します。 

②漂砂による航路埋没や海岸浸食の対策としての防砂堤の早期完成を図ります。 

③災害時における輸送手段の代替性を確保するため、緊急輸送物資の拠点として

の整備を促進します。 

 

３．海上物流輸送拠点としての利用促進 

主な 

取組 

①県や岩船港利用促進協議会等と連携したポートセールス※を実施します。 

②粟島航路の活性化や民間取引の誘引など、港湾荷役取引の増加を目指した取組

を推進します。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

防砂堤の整備率 20％ 100％ 

イベント来客数 300 人 17,200 人 

荷役取扱量 134,928ｔ 149,000ｔ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①港で開催されるイベントへの積極的な参

加 

②港の環境美化に協力 

①行政と岩船港利用促進協議会の一体的な

活動 

②港で開催されるイベントへの積極的な参

加 

③港の利用や船舶輸送の検討 
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＜政策の方針＞  

誰もが働きやすく、やりがいを持って活躍できるまちづくり 

 

①職場体験や相談体制等の就労支援を充実させるとともに、市内企業の情報も充実させ就

労を希望する人が就業しやすい環境の整備を図ります。 

②仕事と家庭の両立が可能な、男女がともに働きやすい就業環境の整備を図ります。 

 

 

＜現状＞  

①進学率の向上により、市内企業へ就職す

る高校生の割合が減少しています。 

②少子高齢化や若者の市外流出の増加によ

り、市内企業の人手不足が常態化してい

ます。 

③求人企業と求職者の希望する職種が合わ

ないなど、雇用のミスマッチ※が続いてい

ます。 

④仕事に就くのが難しい状態の若者が増加

傾向にあります。 

⑤結婚、出産を経験した女性が、安心して

働ける職場環境が求められています。 

＜課題＞ 

①市内企業の新卒採用への取組を支援す

るなど、若者の地元就職を促進する必要

があります。 

②職業体験の機会創出などにより、市内企

業への就職促進を図るとともに、ＵＩタ

ーンを含めた多様な人材確保に努める

必要があります。 

③ＩＴ企業など新たな業種の企業進出に

向けた取組を推進していく必要があり

ます。 

④就労が困難な若者に対する支援や相談

体制の更なる充実を図る必要がありま

す。 

⑤性差や障がいなどを問わずすべての労

働者が働きやすい職場環境の改善に向

け、官民連携しながら努める必要があり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策３-７ 就労・雇用   
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＜主要施策＞ 

１．若者の地元就職促進と多様な人材確保 

主な 

取組 

①若年者雇用促進法に基づく認定制度により、企業が求める人材の円滑な採用を

支援します。 

②高校生向けの就職説明会や職場見学などの開催により、地元就職を促進しま

す。 

③インターンシップ※制度を活用し、地元企業を改めて知ってもらう機会を創出

し、市内企業への就職を促進します。 

④市内企業の情報発信等を積極的に行うなど、ＵＩターン就職に向けた取組を推

進します。 

⑤ＩＴ企業等を含めた新たな業種の誘致活動を推進します。 

⑥高齢者や障がい者など多様な人材確保に向けた取組を推進します。 

 

２．無業者への就労支援 

主な 

取組 

①地域若者サポートステーション※と連携し、就労に向けた取組を推進し、若者

の社会的自立を図ります。 

②関係機関と連携した相談体制の充実を図り、無業者の就労支援を推進します。 

 

３．就労環境の改善強化 

主な 

取組 

①企業とともに職場環境の改善に対する取組を推進します。 

②ハッピー・パートナー企業※登録やイクメン応援プラス、子育て応援プラスの

認定を促進し、仕事と家庭生活の両立ができる職場環境の充実を図ります。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

新卒高校生の市内就職率 56.7％ 向上する 

就労相談利用者の就職者数 93 人 143 人 

ハッピー・パートナー企業※数 42 社 47 社 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①雇用助成制度の利用 ①就業環境改善への協力 

②高校、大学や企業等の連携による雇用の

ミスマッチ※の解消 
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＜政策の方針＞  

子どもたちを育む学校教育の充実したまちづくり 

 

①地域と連携しながら本市の歴史・文化に愛着を持った人材育成を推進します。 

②未来を担う子どもたちの学力の向上と健やかな体づくりに向け、少子化や多様化する教

育ニーズに対応した質の高い教育を推進します。 

③就学援助や特別支援教育の実施のほか、望ましい教育環境の整備や通学時の安全確保な

ど、誰もが安心して学べる環境づくりを推進します。 

 

＜現状＞  

①全小中学校に学校運営協議会を設置し、

地域と学校が子どもたちの健全な成長に

寄せる思いと責任を共有するためのコミ

ュニティ・スクール事業に取り組んでい

ます。地域の将来を担う人材を育成する

ため、地域と学校の連携・協働がより一

層求められています。 

②ＧＩＧＡスクール構想の実現に向けた１

人１台端末と高速大容量ネットワーク

（校内ＬＡＮ）の整備を進めてきました。 

③少子化や核家族化、国際化や情報化など

社会があらゆる面で急激に変化する中、

地域や家庭環境も大きく変化していま

す。増加傾向にある不登校、自傷行為の

ほか、インターネットによるいじめへの

対応など、子どもの心に寄り添った教育

と支援が求められています。 

④学校小規模化による部活動数の減少や、

部活動を担ってきた教員の長時間労働の

改善を進めるため、中学校部活動の在り

方検討に努めてきました。 

⑤児童生徒数が減少する中、特別な支援を

要する子どもや、経済的に困窮する家庭

は増えています。子どもたちが安心して

学び、個性を活かすことのできる環境整

備が求められています。 

⑥市内 15 校が関わる小・中学校の学校統合

に取り組んできましたが、児童生徒数の

減少及び学校小規模化による影響は更に

顕著となってくることが想定されます。

  

＜課題＞ 

①コミュニティ・スクール事業を中心に、

地域と学校が一体となった、特色ある学

校づくりや学習活動の充実を図る必要

があります。 

②ＩＣＴ※の有効活用により、すべての子

どもたちの可能性を引き出す個別最適

な学びと、協働的な学びの保障に努め、

学力の基礎・基本の確実な定着を図る必

要があります。 

③時代の変化にも適応できる豊かな心と

健やかな体の育成を進めるため、幅広い

学習活動の展開と充実を図るほか、多様

な立場を理解し合う、共生社会に向けた

人権教育の推進が必要です。 

④休日部活動の地域移行を起点とした、地

域と連携した中学校部活動の環境整備

を進めていく必要があります。 

⑤介助員の適正な配置や、関係機関等と連

携を図りながら、子ども一人ひとりの教

育的ニーズに応じた指導、支援を行い、

誰もが等しく学び合える環境づくりを

進めていく必要があります。 

⑥建築から年数を経た校舎等も多く、少子

化が進む将来を見据えた教育環境の在

り方を、地域を交えて考えていく必要が

あります。 

 

 

 

 

 

政策４-１ 学校教育   
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＜主要施策＞ 

１．地域と連携した教育の推進 

主な 

取組 

①学校運営協議会を活用したコミュニティ・スクール事業を推進します。 

②地域の素材を活用した体験活動や地域の課題について考える学習活動を通じ

て、郷土愛を育む特色ある学習への支援を図ります。 

③防犯、交通安全、防災教室の実施等、地域や関係機関と連携した子どもたちの

安全な環境づくりを進めます。 

④保育園などと学校間の情報共有、緊密な連携に努め、幼保小中連携した教育を

推進します。 

⑤自らの生き方を考え、進路や未来を切り拓くことのできる人材を育成するた

め、地域と連携したキャリア教育※を推進します。     

２．学ぶ意欲と確かな学力の向上 

主な 

取組 

①学力の基礎・基本の確実な定着を図る教育を推進します。    

②整備されたＩＣＴ※を活用し、高度情報化社会に対応した教育を行うため、教

員の指導力向上等を図ります。 

③グローバル化※に対応した外国語教育を推進します。  

④家庭学習の定着を目指した、学習事業の推進を図ります。 

 

３．豊かな心と健やかな体の育成 

主な 

取組 

①いのちと心に関する学びの充実を図ります。 

②適応指導教室と各校の連携を強化し、不登校傾向の子どもに寄り添った環境づ

くりを行います。      

③体力、運動能力、運動習慣を把握、分析し、体力向上を図るとともに、家庭と

連携した食育を推進します。      

④「村上市部活動方針」に則り、生徒にとっても教員にとっても魅力ある中学校

部活動を行える環境整備を推進します。 

⑤音楽鑑賞事業等を通じて文化芸術活動の推進に取り組みます。 

⑥多様な立場を理解し認め合う学習を進め、差別やいじめのない共生社会に向け

た人権教育を推進します。 

 

４．誰もが安心して学べる環境づくりの推進 

主な 

取組 

①就学援助事業や奨学金制度を継続し、誰もが等しく学び合うことのできる環境

づくりを推進します。 

②特別な支援を要する子どもの「個別の教育支援計画」を作成し、関係機関等と

連携した教育活動を進めるとともに、時代のニーズに合った子どもへの支援に

努めます。 

③子どもの個性を活かし、「個」に合わせた学習を進めるため、支援員等の適正

な配置に努めます。 

 

５．望ましい教育環境の整備 

主な 

取組 

①老朽化やバリアフリー化等に対応した、安全・安心な学校施設設備の充実を図

ります。      

②通学時の安全確保を図るため、スクールバス運行や、スクールガード・リーダ

ー※を中心とした見守りボランティア体制の充実を図ります。 

③児童、生徒にとってより望ましい学習環境を目指し、本市の学校の適正規模や

施設の維持・改修を検討するため、教育環境の在り方について地域を交えて協

議を進めます。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

学校の教育活動に参加したボランティア延べ

人数 
13,007 人 30,000 人 

ＮＲＴ※偏差値平均 

小６ 

国語 52.1 

算数 52.4 

英語 実施せず 

中３ 

国語 48.3 

数学 47.3 

英語 46.3 

小６ 

国語 54.0 

算数 54.0 

英語 50.0 

中３ 

国語 50.0 

数学 50.0 

英語 50.0 

不登校発生率 
小学校 0.77％ 

中学校 4.97％ 

小学校 0.70％ 

中学校 3.90％ 

体力テストでの優位項目の割合（対全国平均） 
中２ 実施せず 

（R1 50％） 
中２ 50％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①コミュニティ・スクール事業や郷育※教育へ

の参画 

②家庭での対話や学習・運動習慣定着への協力 

③登下校を含めた児童生徒の見守り 

①事業所等のキャリア教育※への協力 

②登下校を含めた児童生徒の見守り 
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余白 
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＜政策の方針＞  

生涯を通じた学びと成果が活かせるまちづくり 

 

①学習の場・機会の充実や情報提供に努め、時代とともに変化する多様な価値観やライフ

ステージ※に応じた学習環境づくりを推進します。 

②学習で得た知識や技術を発揮・活用できる取組や地域づくりを進めます。 

③学ぶ意欲を持つすべての市民に情報が提供できるよう、多様な図書館資料の確保や環境

整備を推進します。 

 

＜現状＞  

①家庭環境の多様化が進み、子育て環境が

複雑化する中で、柔軟な子育て支援や家

庭教育のサポートが求められています。 

②青少年期から高齢期にわたる世代に応じ

た教育支援を行っていますが、情報化社

会の進展やライフスタイル※の変容によ

り、社会人の学び直しやアクティブラー

ニングの必要性が注視されています。 

③情報化社会の進展や利便性の向上によ

り、「個」の幸福追求が重視される中、地

域社会の維持・存続が危惧されています。 

④学びの支援と人がつながる公民館活動を

維持するため、市民が利用しやすく、活

動に参加しやすい環境整備が求められて

います。 

⑤生涯にわたる主体的な学びのための図書

館サービスを市全域で享受できるよう、

ネットワークシステムによる地区図書室

運営および移動図書館事業を実施してい

ます。 

⑥図書館利用者の減少傾向が続いており、

特に若い世代の読書活動は鈍化していま

す。また、地域に関係なく子どもたちが

図書館を利用しやすい環境整備が求めら

れています。 

 

＜課題＞ 

①民間団体等と連携した子育て・家庭教育

支援講座を実施していますが、支援を要

する人への情報提供が課題となってお

り、より幅広い団体との連携を進めてい

く必要があります。 

②多様化するニーズに即した教育支援や

教育活動の実施と、若者を含む多くの市

民が当事者意識を持って活躍できる取

組を進めていく必要があります。 

③地域学習講座の更なる充実に加え、地域

が連帯し、主体となって課題解決に向か

うソーシャルキャピタルを形成するた

めの教育活動を促進する必要がありま

す。 

④公民館施設の維持整備のほか、活動にお

いてＩＣＴ※を取り入れるなど、子ども

から大人まで一緒に取り組むことがで

きる環境づくりを進める必要がありま

す。 

⑤令和元年制定の読書バリアフリー※法に

対応した図書館におけるサポートのほ

か、来館困難者への対応を充実させるな

ど、誰もが利用しやすい環境整備とサー

ビスを進めていく必要があります。 

⑥より身近で利用しやすい図書館づくり

を進めるほか、読書活動の機会の創出

と、保護者等市民の意識啓発などが必要

です。 

 

  

政策４-２ 生涯学習 
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＜主要施策＞ 

１．家庭教育支援の充実 

主な 

取組 

①絵本を介して乳幼児と保護者がふれあうブックスタート事業に取り組みます。

②体験活動と座学を組み合わせた親子講座の実施に取り組みます。 

③家庭教育の理解と実践を支援するため、就学児健康診断における講座の実施に

取り組みます。 

④各種団体と連携した教育支援を進めるほか、各種研修会等を通して家庭教育支

援者の養成に努めます。 

 

２．ライフステージ※に応じた学習機会の提供 

主な 

取組 

①各少年団（村上市健民少年団、緑の少年団）の活動・運営への支援に努めます。 

②講座等の開催日時を検証・検討し、ニーズに即した実施に努めます。 

③学習の成果を発揮する機会の提供に努め、各世代の交流やつながりが深まる学

びの循環を図ります。  

 

３．主体的・協働的な学びの推進 

主な 

取組 

①地域学習講座の実施に取り組みます。  

②「放課後子ども教室」等、子どもたちを地域で育むための支援に取り組みます。 

③地域が主体となって推進する青少年健全育成活動の支援に努めます。 

 

４．「むすび、つながる」公民館活動の充実 

主な 

取組 

①「学び」の成果を発揮する機会の提供に努めます。 

②各種講座の提供に際し、ＩＣＴ※の活用を図り、どこでも学べる環境づくりに

努めます。 

③学習の拠点となる地区公民館施設の維持整備に努めます。 

 

５．学びを高める読書活動の推進 

主な 

取組 

①地域の課題解決や学びを支える情報を市民に等しく提供できるよう、読書バリ

アフリー※を考慮した資料など多様な図書館の蔵書や視聴覚教材を確保しま

す。 

②図書館を利用する機会の創出や提供サービスの充実に努め、市民が図書に親し

みやすい環境づくりを推進します。 

③「村上市子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読書活動の重要性に対

する市民の意識啓発を図り、場所や身体の状況に関わらずに子どもたちが自主

的に読書に親しむ機会を提供できる環境整備を推進します。  
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

生涯学習課講座の参加者数 3,518 人 6,000 人 

社会教育関係団体登録数 130 団体 150 団体 

市民１人当たり図書貸出点数（平

均） 
2.3 冊 3.0 冊 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①学習機会への積極的参加・参画 

②地域指導者の連携 

③家庭での読書活動への働きかけ 

①市主催の講座等に対する協賛や支援 
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余白   
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＜政策の方針＞  

文化芸術に親しみ、歴史・文化財を守りつないでいくまちづくり 

 

①文化芸術に対する市民の関心や教養を深めるため、優れた文化芸術作品にふれあえる機

会の充実を図ります。 

②地域の貴重な財産である文化財の保存活用を図るとともに、伝統芸能等を担う後継者や

関係団体の支援、普及啓発に努めます。 

③各種計画に基づき、史跡ごとに管理・修理を行うとともに、来訪者の理解促進に向けた

活用を図ります。 

 

＜現状＞  

①文化芸術活動の担い手の高齢化と後継者

不足が生じています。 

②文化財所有者や保存団体の高齢化が進む

とともに、歴史資料の散逸がみられます。 

③無形民俗文化財の後継者不足が進むとと

もに、屋台や道具類の修繕経費の負担が

大きいために、将来的な文化財の保護・

継承への影響が懸念されます。 

④人口減少や少子高齢化に伴い歴史的建造

物の空き家化・老朽化が進み、歴史的な

町並みが失われています。 

⑤国史跡の整備が計画よりも遅れており、

十分に活用しきれていません。 

＜課題＞ 

①文化芸術作品の鑑賞機会を増やすなど、

若い世代の芸術活動に対する意欲の向

上を図る必要があります。 

②文化財と所有者の現状を把握するほか、

歴史資料の所在確認を行う必要があり

ます。 

③無形民俗文化財に関する情報発信や発

表機会を増やし、後継者の育成に努める

とともに、各種支援制度等により保存に

かかる経費負担を軽減する方策を考え

る必要があります。 

④文化財的価値を有する歴史的建造物を

多く含む町並みを保存する必要があり

ます。 

⑤国史跡の整備を計画に沿って推進し、保

存活用計画に則した積極的な活用を図

る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策４-３ 文化芸術   
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＜主要施策＞ 

１．文化芸術の振興 

主な 

取組 

①市美術展覧会や市内外美術作品の展覧会を開催し、市民が身近な場所で文

化芸術作品にふれあえる機会を創出するとともに、様々なジャンルの文化

芸術作品を紹介するなど、市民の創作活動意欲の向上を図ります。 

 

２．文化財保護と伝承の推進 

主な 

取組 

①市内の文化財全般を適切に保存・活用するために「村上市文化財保存活用

地域計画」を策定します。 

②市文化財補助金等による指定文化財所有者及び保存団体への支援を行い

ます。 

③村上祭の屋台行事や大須戸能など市内の無形民俗文化財を正しい姿で後

世に引き継ぐため保存修理事業を推進するとともに、発表機会の提供等を

通じて後継者育成に対する支援を行います。 

④市内の文化財に関する情報発信や文化財にふれる機会の充実などにより、

市民の関心と保存への理解を深めます。 

⑤伝統的建造物群保存地区を決定し、歴史的な町並みの保存・活用を推進し

ます。 

 

３．史跡の保存と活用の推進 

主な 

取組 

①国民共有の財産である史跡平林城跡･村上城跡・山元遺跡を保存するため

に、各種計画に沿った管理と修復に努めます。 

②保存活用計画に基づき、史跡を適切に保存、公開するとともに、積極的に

活用しながら文化財への理解と郷土の誇りの醸成を図ります。 

③史跡ごとに整備基本計画を策定・改定し、計画に基づきながら整備を進め、

史跡の保存と活用を推進します。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

美術展覧会観覧者数 2,178 人/回 2,000 人/回 

市指定文化財数 145 150 

各史跡における現地説明会や講演

の開催数 
2 回/年 2 回/年 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①文化財保護に対する理解と協力 

②文化芸術活動への参加と理解 

③伝統行事への参加と理解 

①文化財の調査・保護に対する協力 

②市民の文化芸術活動への支援 

③伝統行事への協力 
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＜政策の方針＞  

誰もがスポーツに親しみ、アスリートが育つまちづくり 

 

①誰もがスポーツ活動に親しめる場・機会の充実を図りながら、スポーツ人口の増加と実

施率向上に努めます。 

②競技スポーツを推進するため、専門指導者の確保・育成や各種大会の誘致等に努めます。 

③多様なニーズに対応するため、施設の整備や地域資源の有効活用を図ると同時に、スポ

ーツ団体との連携による推進体制の整備を図ります。 

 

＜現状＞  

①健康志向の高まりや心の豊かさ、充実感、

生きがいをもたらしてくれるものとし

て、スポーツへの関心が高まっています。

一方で、社会環境やライフスタイル※等の

変化により、積極的にスポーツをする人

とそうでない人の二極化がみられます。 

②多様化する地域のニーズに即したスポー

ツ環境を維持していかなければなりませ

ん。総合型地域スポーツクラブは、各地

区の体育施設の指定管理者※として、施設

の維持管理のほか、地域に合ったスポー

ツ教室等を企画、実施しています。 
③体育協会やスポーツ少年団、スポーツ推

進委員は市民の健康増進や競技力の向

上、普及啓発などのスポーツ振興事業を

実施していますが、指導者の高齢化や担

い手不足が進んでいます。 

④村上市スケートパークでは、ジュニア選

手の育成・強化を行い、市内外からスケ

ートボードの愛好者が集う「スケートボ

ードの聖地」を目指す取組を行っていま

す。東京 2020 オリンピック競技大会など

の効果もあり、スケートボードを始める

人が増加しています。 

⑤社会体育施設の多くが建築後 30 年以上

を経過し老朽化が進んでいます。 

＜課題＞ 

①スポーツが持つ価値に対する市民の理解

を深めるとともに、スポーツを楽しく気

軽に始められる環境づくりが必要です。 

②総合型地域スポーツクラブ※のほか、体

育協会やスポーツ少年団、スポーツ推進

委員などのネットワークづくりを進め、

各スポーツ団体が持つ長所や資源を活か

すため、相互に連携し合う体制づくりが

必要です。 

③障がいのある人がスポーツを楽しめる環

境づくり、障がい者スポーツの理解・普

及促進が求められています。 

④学校部活動改革を踏まえ、地域の各スポ

ーツ団体と協働・融合した部活動の環境

整備が求められています。 

⑤競技スポーツを支えるスポーツ指導者の

確保と指導技術の向上を図る必要があり

ます。 

⑥村上市スケートパークの一層のＰＲを進

めるとともに、スケートボード初心者向

け教室の充実や、アスリートの育成・支

援に力を入れる必要があります。 

⑦スポーツ施設の老朽化が進む中、市民の

ニーズや地域の現状、複合的に活用され

ている施設等に配慮し、計画的に整備を

進めていく必要があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策４-４ スポーツ 
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＜主要施策＞ 

１．生涯スポーツの推進 

主な 

取組 

①幼児期からスポーツに親しめる環境づくりを進め、生涯にわたりスポーツ

を通じた健康づくりを推進します。 

②休日の中学校運動部活動の段階的な地域移行について、総合型地域スポー

ツクラブ※や関係機関と連携し、地域の支援体制づくりを進めます。 

③若年期から高齢期までライフステージ※に応じた教室の実施に取り組むほ

か、障がいのある人がスポーツを楽しめる機会の提供や環境づくりを進め

ます。 

④スポーツと異分野との連携により、健康スポーツの普及やスポーツの価値

の向上に努めます。 

 

２．競技スポーツの推進 

主な 

取組 

①指導者の指導技術向上のため、指導者養成事業に取り組むとともに指導者

の活動環境の整備に努めます。 

②村上市スケートパークを活かして、大会や合宿を積極的に誘致し、観光や

商工業と融合した地域活性化を図ります。 

③市民がより高度なスポーツにふれることのできる環境整備に努め、アスリ

ートの育成・支援を行います。 

 

３．スポーツ環境の整備・充実 

主な 

取組 

①市民が安全で利用しやすいスポーツ施設の整備を進めるため、「スポーツ施

設整備計画」に基づき、施設の最適配置や計画的な修繕等を進めます。 

②総合的なスポーツを推進するため、各スポーツ団体の連携を図るとともに

スポーツ推進組織等の体制整備に努めます。 

③自然環境や地域資源を活用するなど施設以外でもスポーツに親しむ場の創

出に努めます。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

市の各種スポーツ団体が実施する

スポーツ事業の参加者数 
54,397 人 66,400 人 

全国大会の出場者数 11 人 110 人 

スポーツ施設利用者数 298,340 人 404,200 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①地域でのスポーツ活動の実施 

②スポーツ観戦や、競技者への応援 

③ボランティア等としての支援活動 

①市主催のスポーツイベント等への協賛・

支援 
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＜政策の方針＞  

誰もが自分らしく暮らせるまちづくり 

 

①市民一人ひとりの人権や多様性を尊重する地域社会を目指し、人権や多様性に関する教

育や啓発活動などを進めます。 

②お互いの人権を尊重し、あらゆる人が社会の中で対等に意思決定に参画できるしくみづ

くりを進めます。 

③グローバル化※への対応を進め、異なる文化を持つ人々との相互理解を深め、多様な人材

が様々な場面で関わる地域社会の形成を進めます。 

 

＜現状＞  

①人権の問題は多様化・複雑化が進んでお

り、より迅速できめ細やかに対応するた

め、「人権教育・啓発推進計画」に基づき、

人権教育・啓発活動に取り組んでいます。 

②インターネットやＳＮＳ※によって誰で

も簡単に情報発信できる時代になった一

方、それによる差別やいじめ、誹謗中傷

などが容易に拡散されるなど、人権侵害

も増えています。 

③「障害者差別解消法」「ヘイトスピーチ解

消法」「部落差別解消法」が平成 28 年に

施行し、法整備は進みましたが、認知度

はまだ低い状況です。 

④令和２年の意識調査では、前回（平成 25

年）と比較して人権に対する関心はやや

高まったものの、人権侵害を受けたと思

った人もやや増加しており、人権尊重の

意識はまだ十分とは言えません。 

⑤意識調査における男女の平等感では、男

女の役割を固定的に捉える意識が男性側

に依然として残っていることが伺われま

す。 

⑥技能実習生などとして外国人が増えつつ

ある状況にあり、多様な人が関われる地

域社会の形成が求められています。 

＜課題＞ 

①人権課題に対応するため、人権について

考え、学ぶ多様な機会を提供していく必

要があります。 

②インターネットの普及やＳＮＳ※の広が

りにより、他人の名誉の侵害や差別を助

長する表現など悪質な人権侵害が増え

る中で、被害者への相談対応等の支援が

必要となっています。 

③人権について、多くの人に理解を得る取

組を続けているものの、抜本的な対策が

ないことが課題となっています。 

④新型コロナウイルス感染症拡大による

感染者等への差別や中傷などが起きて

います。社会情勢の中で新たに生じる差

別に対しても、毅然と立ち向かう粘り強

い取組が必要です。 

⑤男女共同参画社会を実現するためには、

家庭や学校、行政、地域等あらゆる分野

で、男女平等についての意識醸成が必要

です。 

⑥国籍や文化の違う人々への相互理解を

深め、国際感覚を持った人材育成を進め

ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策５-１ 共生社会   
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＜主要施策＞ 

１．人権尊重の推進 

主な 

取組 

①講演会・研修会・映画上映会などを通じて、人権を身近に感じられ、かつ

参加しやすい工夫を実施し、参加者の増加を図ります。 

②イベントでのパネル展や啓発リーフレット配布など、あらゆる機会を利用

して、人権啓発を進めます。      

③県などが主催する研修会への参加を推進します。 

④教職員を対象にした研修会を実施し、人権教育の充実を図ります。 

 

２．男女平等の推進 

主な 

取組 

①男女共同参画計画に基づき、総合的かつ効果的な施策を進めます。 

②各種委員会への女性の登用を推進します。 

③男女の固定的な役割分担意識をなくし、共に支え合う地域社会づくりを推

進します。 

 

３．多文化共生の推進 

主な 

取組 

①多様な人が地域の活動に参加し、共につくり上げる地域社会の形成に努め

ます。 

②国際感覚と世界に向けた広い視野を持つ人材育成を推進します。 

③外国人に対する情報提供に配慮し、利用状況に応じ案内板や発行物など多

言語による表示に努めます。 

④様々な国の文化にふれる機会をつくるとともに、交流団体等との連携づく

りに努めます。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

人権講演会等の参加者数 180 人（R1） 400 人 

各種委員の女性登用比率 20.1％ 25％ 

市内外国人の人数 327 人（R3.4.1 現在） 520 人 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①一人ひとりの人権に対する意識の向上 

②人権問題や男女共同参画などへの理解 

③人権や男女共同参画講演会等への参加 

①組織内における相談体制の整備 

②提供するサービスや情報の多言語化 
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＜政策の方針＞  

市民が主役となり自ら活動するまちづくり 

 

①市民協働のまちづくりを推進するため、市民への意識啓発や情報提供と人材育成を支援

します。 

②地域活性化や地域課題の解決を促進するため、地域おこし協力隊※や集落支援員※の配置

を促進します。 

③起業・創業の支援、結婚による新生活への支援等により、移住・定住を促進します。 

 

＜現状＞  

①地域活動の推進母体である地域まちづく

り組織は、地域の特性を活かしながら、

地域住民主体の活動を展開しています

が、少子高齢化の進展により、多くの組

織で担い手が不足している状況にありま

す。 

②町内・集落における行事や活動について

は、役員や行事参加者の固定化や減少が

進んでいる傾向にあります。 

③市民協働のまちづくりは、地域住民と行

政が補完し合いながら、地域の課題解決

に取り組むことを目指していますが、行

政主体の意識が強い状況にあります。 

④地域が抱える課題にきめ細かく対応する

ため、地域おこし協力隊※や集落支援員※

の配置を進めていますが、受け皿となる

地域が少なく、導入が思うように進まな

い状況にあります。 

⑤移住・定住対策を様々展開していますが、

周知不足等により移住や定住が進まない

状況にあります。 

＜課題＞ 

①地域住民への協働のまちづくりに対する

意識啓発と、担い手の確保を更に進める

必要があります。 

②地域住民と行政が相互に理解を深め、地

域活性化に向けた取組ができる体制づく

りを進める必要があります。 

③地域おこし協力隊※の隊員及び集落支援

員※の拡充を図るため、地域が抱える課題

の認識と共有を深化させ、受入地域の掘

り起こしを進める必要があります。 

④関係人口創出・拡大に引き続き取り組み、

外部人材と地域がつながるしくみづくり

を構築していく必要があります。 

⑤地域の魅力発信とともに、移住者等のニ

ーズに合わせた施策を展開していく必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策５-２ 地域づくり   
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＜主要施策＞ 

１．市民協働のまちづくりの推進 

主な 

取組 

①協働意識醸成のため、地域まちづくり組織や各種団体等への研修会等の実

施や情報共有を図るとともに、担い手となる人材の育成を推進します。 

②地域課題の解決に向けた取組を促進するため、地域住民が主体となった新

たな魅力づくりや互助活動を推進する事業を支援します。 

③地域まちづくり組織等の取組の実態に合わせたまちづくり交付金の見直

しを行います。 

 

２．地域の組織強化と活性化の推進 

主な 

取組 

①地域おこし協力隊※等の導入を促進するため、地域ニーズの把握と受入地

域の発掘を行い、マッチングの強化を図ります。 

②地域住民とともに集落の現状や課題に対する意識共有と地域の自主的な

活動を支援するため、集落支援員※の配置を推進します。 

③地域おこし協力隊※や集落支援員※が、地域活性化に向けた活動を円滑に行

うための活動拠点の確保を促進します。 

 

３．関係人口の拡充 

主な 

取組 

①研修会やワークショップ等の開催による、外部人材と地域の関わりを継続

します。 

②インターネットやＳＮＳ※を活用した情報発信を推進します。 

③イベント等の交流事業による交流人口※から関係人口へつながるしくみづ

くりを進めます。 

 

４．移住・定住の推進 

主な 

取組 

①住まいの情報や助成制度等の移住に関する情報発信を強化します。 

②空き家バンクを活用した移住者の住まいへの補助等により移住者への支

援を推進します。 

③移住者の市内での起業・創業への相談・サポートを充実させます。 

④子どもや若い世代に、地域行事等への参画を促し、村上市に誇りを持てる

取組を推進します。 

⑤結婚による市内での新生活への支援を推進します。 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

まちづくり拠点の確保数 2 箇所 5 箇所 

地域おこし協力隊※の隊員数 17 人 30 人 

関係人口関連事業への参加者のう

ちリピート率 
34.6％ 40％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①まちづくりに関する意識の醸成に協力 

②市民協働のまちづくり活動への参加 

③地域おこし協力隊※の受入れや隊員への

支援 

①地域活動への積極的な協力 
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＜政策の方針＞  

市の情報が広く伝えられ、市民の声が届くまちづくり 

 

①多様な広報ツールを活用し、市民が情報を受け取りやすくするとともに、わかりやすく

親しみやすい広報に努めます。 

②市民と行政が情報を共有するため、多様な意見を得る機会を創出するとともに、市政へ

の参加意識を高めます。 

 

＜現状＞  

①市報むらかみについては、お知らせ版を

含めて毎月２回発行しています。手に取

って読まれる広報として、読みやすく、

親しみやすい広報誌となるよう常に工夫

した紙面づくりに努めています。 

②スマートフォンの普及により、知りたい

情報を手軽に、かつタイムリーに得られ

る時代になりました。情報発信の形も紙

からデジタルへの代替が進んでいます。 

③令和２年に市ホームページを全面リニュ

ーアルし、既存情報の整理、スマートフ

ォンに適したデザイン、様々なデジタル

ツール※との連動など、情報発信の充実に

取り組んでいます。 

④自治体情報発信アプリ※やＳＮＳ※など、

それぞれの機能特性を活かし、行政情報

をはじめ、地域の話題や旬な情報を配信

しています。 

⑤テーマを設定しながら市長とのふれあい 

トークを実施し、市の現状や将来につい

ての意見を聴取し、市政運営に反映させ

るよう努めてきました。 

⑥透明性の高い行政と、市民の市政参加を

促進させるため、パブリックコメント※や

意見提案の受付などを行っています。 

＜課題＞ 

①市報むらかみの配布について、町内によ

っては配布が大変という意見があるほ

か、印刷コストが上昇していることな

ど、今後の発行方法について検討してい

く必要があります。 

②情報発信の手段として依然、紙による広

報を求める傾向もあることから、市民が

情報を得やすい状況を維持しつつ、デジ

タル化を進めていく必要があります。 

③市ホームページの充実と、活用を促す取

組、利便性の向上を図る必要がありま

す。 

④時代に合った情報発信の在り方や運用

方法を研究し、市の情報や市民の声がそ

れぞれ届くしくみづくりに努めていく

必要があります。 

⑤ふれあいトークは、テーマを変えなが

ら、様々な人を対象にした開催を検討し

ていく必要があります。 

⑥パブリックコメント※については、より

意見が出やすい環境整備を今後も図っ

ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策５-３ 広報広聴   
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＜主要施策＞ 

１．広報活動の充実 

主な 

取組 

①広報誌とデジタルツール※の長所と短所を検討し、それぞれ組み合わせた

情報発信により、市民にとって情報を得やすい広報を目指します。 

②見やすいホームページとしていくため、ホームページによる情報発信の利

用を高めます。 

③災害時における市の情報伝達手段としてＳＮＳ※を活用するなど、各ＳＮ

Ｓ※の機能特性を活かした広報に取り組みます。 

④視覚障がい者や外国人への情報伝達の手段として、市ホームページなどの

多言語化や読み上げソフトの導入を検討し、ユニバーサルデザインに取り

組みます。 

 

２．広聴活動の充実 

主な 

取組 

①身近なテーマなどを設定しながら、参加しやすく建設的な意見交換や聴取

の機会をつくり、施策反映に取り組みます。 

②市長とのふれあいトークは、その時々の情勢を勘案したテーマを設定し、

様々な人を対象にした多種多様な意見聴取の場としての開催を検討しま

す。  

③行政の透明性を高めることと市民による市政参加を促進させるために、情

報公開制度やパブリックコメント※制度を継続します。 

④市政提案や問い合わせなど、誰もが気軽にできる環境整備を今後も引き続

き進めていきます。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

市ホームページのアクセス数 4,276,104 件 6,000,000 件 

各ＳＮＳ※の市公式アカウントのフ

ォロワー数 
2,441 人（R3.10.13 現在） 5,000 人 

パブリックコメント※に寄せられる

意見数 
98 件 200 件 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①積極的な市政への参加 

②市の情報の積極的な発信 

③各ＳＮＳ※の市公式アカウントのフォロ

ー 

①積極的な市政への参加 

②市の情報の積極的な発信 
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＜政策の方針＞  

デジタル技術を活用した利便性の高いまちづくり 

 

①ＩＣＴ※等の新技術やデータを活用し、十分なセキュリティに配慮したうえで、市民の利

便性向上や行政事務の効率化を図ります。 

②情報通信施設による放送系、通信系の安定したサービス提供のために、適切な更新事業

及び維持管理を行います。 

 

＜現状＞  

①基幹系システム※については、サーバー※

機器等を外部データセンターに設置し、

安定した運用、災害等への対策、セキュ

リティ強靭化を図っています。また、内

部情報システムについては、クラウド※サ

ービスを継続利用しており、令和４年 10

月から、運用経費の適正化と自治体間の

情報共有等の観点から、新発田市・胎内

市との３市による共同利用を予定してい

ます。 

②デジタル化による利便性の向上を市民が

享受できるよう行政手続のオンライン※

化が求められています。 

③日々変化するデジタル技術※やその活用

に関する十分なセキュリティを確保する

ため、常に状況を把握し対策を講じてい

かなければなりません。 

④今後、デジタル社会※の基盤となるマイナ

ンバーカードの普及が求められおり、同

カードの普及促進を進めています。 

⑤着実に自治体ＤＸ※を主とするデジタル

化を推進するため、専門の知識を有する

外部人材の活用や職員の育成が不可欠で

す。 

⑥告知システムについては、機器等の適切

な更新により安定的なサービス提供を図

っています。 

⑦放送系設備は、機器類に故障が生じてき

ており、部分的に更新を行っています。 

 

＜課題＞ 

①社会全体のデジタル化を進めるため、行

政サービスにおけるＩＣＴ※やデータ活

用による、利用者目線に立った新たな価

値を創出することが求められています。 

②今後、自治体ＤＸ※を推進する中で、各種

行政手続についてオンライン※サービス

の提供を積極的に拡大していく必要があ

ります。 

③行政手続オンライン※化等のサービス提

供に伴い生じるデジタル化によるメリッ

トを享受できる人とできない人との格差

解消に向けた取組が必要です。 

④ネットワークやシステム形態を踏まえた

十分なセキュリティを確保するため、適

宜セキュリティポリシーの改定や職員を

対象としたセキュリティ研修を行うこと

により、セキュリティ対策の徹底を図る

必要があります。 

⑤今後、ＩＣＴ※等の新技術を利用した地域

課題の解決による持続可能な地域づくり

が必要です。 

⑥市のマイナンバーカード普及率は３割程

度となっており、一層の普及促進に取り

組んでいく必要があります。 

⑦確実及び的確にデジタル化を推進するた

め、各フェーズに合わせ専門分野に精通

した外部人材の登用やアドバイスを求め

るほか、基本的なデジタル知識を有する

職員の育成を図る必要があります。 

⑧現行の告知システムの老朽化が進んでお

り、防災機能に重点を置いた次期告知サ

ービスの検討・構築が必要です。 

⑨現行の放送機器がすべての地区で、10 年

以上経過しているため、安定的なサービ

スの観点から適切な機器更改を計画的に

実施する必要があります。 

 

政策５-４ デジタル   
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＜主要施策＞ 

１．自治体ＤＸ※の推進 

主な 

取組 

①国や県と連携し、計画的にデジタル技術※の導入を進めます。 

②限られた人的資源の中で、業務を効率化し、市民のニーズに対応していく

ため、ＡＩ※・ＲＰＡ※の活用を進めます。 

③市民の利便性向上や新たな生活様式の確立のため、各種行政手続のオンラ

イン※化とマイナンバーカードの普及・利活用の促進に取り組みます。 

④不測の事態に伴う業務継続の観点から、十分なセキュリティに基づくテレ

ワーク※体制の構築を図ります。 

⑤専門知識を有する外部人材等からの適切なアドバイスを積極的に求める

ほか、職員の育成を図ることで、着実に自治体ＤＸ※を推進します。 

 

２．地域で抱える課題解決のためのＩＣＴ※・データの活用 

主な 

取組 

①地域で抱える課題解決のためにＩＣＴ※等の新技術やデータの活用を推進

します。 

②市民のＩＣＴ※やデータ活用に係るサポートや教育環境づくりを推進しま

す。 

③市内の公共Ｗｉ-Ｆｉ整備を推進します。 

④必要により専門知識を有する外部人材を活用し、ＩＣＴ※を用いた地域の

課題解決を適切に推進します。 

 

３．次期告知サービスへのスムーズな移行 

主な 

取組 

①防災機能に重点を置いた次期告知サービスの構築に向けた取組を進めま

す。 

 

４．放送設備の計画的な更新 

主な 

取組 

①経年に伴う故障等による放送事故防止のため、必要な調査を実施のうえ、

緊急性の高い設備から計画的に更新することで安定したサービスの提供

を図ります。 

 

 

＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

職員のセキュリティ研修の受講率 100％ 100％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①情報通信施設の利活用 

②情報通信施設使用料の納付 

③ＩＣＴ※活用の研修等への参加 

①専門的な技術を活かしたＩＣＴ※技術普

及への協力 

②オープンデータ※の活用 
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＜政策の方針＞  

効率的な行財政運営による持続可能なまちづくり 

 

①健全で安定した財政運営に向け、自主財源※の確保や財政基盤の強化に努めるとともに、

財政状況等を公表します。 

②公共施設等公有財産※の適正な管理・運営に努めます。 

③効率的で魅力的なサービスの提供に努めるとともに、より透明性の高い健全事業の実施

を図ります。 

 

＜現状＞  

①歳入の安定化を図るため、適正かつ公正

な賦課徴収を行っています。 

②限られた財源の中で、効率的・効果的な

行政サービスの提供を実現していかなけ

ればなりません。 

③遊休施設の老朽化が進み、危険性のある

物件も多くなっています。 

④市民ニーズが多様化、高度化する中で、

市職員の業務量が増加し、高度な専門性

などが求められています。 

⑤近隣市町村と共通する課題について、連

携して解決に取り組む広域行政の推進が

求められています。 

⑥平成 27 年に村上岩船定住自立圏※共生ビ

ジョンを策定しており、これに基づき、

圏域の課題の解決に向けた広域行政を進

めています。 

 

＜課題＞ 

①適正かつ公正な賦課徴収のほか、納税環

境の改善を進め、財源確保に努める必要

があります。 

②財政状況の透明性を高めるため、財政収

支見通しにより本市の財政運営上の課

題を明らかにする必要があります。 

③単式簿記※による現金主義会計では把握

できない情報（ストック情報やコスト情

報）を市民に説明する必要性が高まって

います。 

④未利用財産の売却や有効活用を積極的

に推進し、歳入の増加や維持管理費の削

減を図る必要があります。 

⑤限られた市職員の中で、求められるニー

ズへ的確に対応し、健全な行政運営を将

来にわたり維持していくためには、職員

一人ひとりが意識改革と能力向上を図

り、事務事業の見直しや組織改編による

業務の効率化を進める必要があります。 

⑥市の自主性・自立性を尊重しながら、効

率的で魅力的なサービスの提供に努め、

近隣市町村や民間との連携を進めてい

く必要があります。 

 

 

 

 

 

  

政策５-５ 行政運営   
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＜主要施策＞ 

１．歳入の安定化 

主な 

取組 

①市税の適正かつ公正な賦課徴収を行うことなどにより、自主財源※の確保

に努めます。      

②市税の納付手段の拡充などにより、収納率の維持向上を図ります。 

 

２．財政状況等の公表 

主な 

取組 

①持続可能な財政運営を行うため、中期的な財政収支見通しを作成し、市報

やホームページによる公表を行います。 

②統一的な基準による財務書類を作成し公表するとともに、事業別・施設別

のセグメント分析※が可能となるよう調査研究を行います。 

 

３．公有財産※・公共施設の適正管理 

主な 

取組 

①計画的な施設の解体処理や遊休・未利用財産の売却や利活用を進め、公有

財産※の適正管理に努めます。 

②「公共施設等総合管理計画」及び「公共施設マネジメントプログラム」に

より、効果的かつ効率的な公共施設運営を図ります。 

 

４．組織・職員改革と効率的な事務事業の推進 

主な 

取組 

①多方面の研修実施により、市民ニーズに対応できる職員の育成や組織の充

実を図ります。 

②人事評価の実施により、職員の意識改革を促し、能力開発と人材育成を推

進します。 

③職員定員適正化計画により、計画的な職員の適正配置と効率的な行政運営

を行います。 

④事務事業評価の実施など、事業の継続的な改善に向けたしくみを整えるこ

とにより、より効果が高く透明性の高い事業実施を図ります。 

 

５．広域行政・官民連携の推進 

主な 

取組 

①地域医療体制の充実や地域防災力の向上など、近隣市町村との連携を図り

ます。 

②村上岩船定住自立圏※（村上市、関川村、粟島浦村）において、協力関係を

尊重しつつ、魅力ある地域づくりと社会基盤の強化を推進します。 

③市と民間企業等が連携することにより、市民にとってより良い公共サービ

スの提供を図ります。 
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＜成果指標（目標値）＞ 

成果指標 現況値（R2） 目標値（R8） 

市税の収納率 99.03％ 99.10％ 

実質公債費比率※ 12.7％ 11.0％ 

 

＜市民等の協力や役割＞ 

市   民 事業者・団体 

①納税意識の向上及び遅延のない納税 

②市が公開する情報の取得 

③アンケートや市政への積極的な協力 

①アンケートや市政への積極的な協力 
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余白 

 

 

 



用語説明

用語 解説

あ RPA
「Robotic Process Automation」の略称。人間がコンピュー
ター上で行っていた定型作業を自動化する技術。

IoT
「Internet of Things」の略称。様々な物がインターネット
に接続され、相互に情報交換をする仕組み。

ICT
「Information and Communication Technology（情報伝達技
術）」の略称。コンピュータなどによる情報処理や通信に関
する技術。

アウトリーチ型支援
支援が必要であるにもかかわらず届いていない人に対し、積
極的に働きかけて情報・支援を届けること。

アセットマネジメン
ト計画

将来にわたって安定的な経営を継続するための、長期的視野
に立った資産管理の計画。

アプリ
「アプリケーション・ソフト」の略称。コンピュータのソフ
トウェアのこと。

ECサイト
「Electronic Commerce」の略称。自社の商品やサービス販
売するため、インターネット上に開設した独自運営のウェブ
サイト。

EV車両
「Electric Vehicle」の略称。充電装置で貯めた電気でモー
ターを動かし走行する自動車。

医療的ケア児
日常生活及び社会生活を営むために、恒常的に人工呼吸器や
たんの吸引等の医療行為を受けることが不可欠である児童の
こと。

インターンシップ
主に学生が一定期間企業などで研修生として働き、自らの専
攻、自分の将来に関連のある就業体験を行える実習制度。

インバウンド 海外から日本に来る外国人観光者のこと。
うつスクリーニング
調査

軽度のうつ病を発見する手がかりの一つとして実施する簡易
テストのこと。

AR
「Augmented Reality」の略称。拡張現実と呼ばれ、コン
ピューターを通すことで実在する風景にバーチャルの視覚情
報を重ねて表示する技術。

AI
「Artificial Intelligence」の略称。人間の知的ふるまい
の一部を人工的に再現した人工知能。

AED

「Automated External Defibrillator（自動体外式除細動
器）」の略称。心室細動により心停止した際、電気的ショッ
クにより正常なリズムに回復させるための医療機器。緊急時
には、一般の方でも使用が可能。

SNS

「Social Networking Service」の略称。友人や知人、不特
定多数の方に至るものまで、個人間でコミュニケーションを
取り合うことや情報を発信し合うこと、インターネット上に
コミュニティーをつくることなどを目的としたインターネッ
トサービスのひとつ。

SDGs
「Sustaunable Development Goals（持続可能な開発目
標）」の略称。持続可能でよりよい世界を目指すため、2015
年9月の国連サミットで採択された国際的な目標。

NRT
「Norm Referenced Test」の略称。全国的学力水準と比較し
て相対的に学力を把握する検査。
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用語 解説

あ エンドユーザー

製品やサービスを実際に使用する人のこと。製品やサービス
の作り手・売り手から見て、直接の顧客が使用者であるとは
限らないため、顧客と使用者双方のニーズを考慮する必要が
ある。

オープンデータ
許可されたルールの範囲内で誰もが二次利用できるデータ形
式で公開されたデータ。

オンライン
コンピュータなどの機器がインターネットなどのネットワー
クに接続され、サービスの享受が可能な状態。

か かかりつけ医
普段から気軽に受診や相談ができる身近な医者のこと。必要
に応じて専門医療機関の紹介も行う。

かかりつけ歯科医
むし歯・歯周病の予防や治療など、歯や口の健康状態を把握
し、継続的な受診や気軽な相談ができる身近な歯科医のこ
と。

学童保育
日中保護者がいない児童を、放課後や長期休暇中に預かり、
適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全な育成を図る施
設。

家庭児童相談室
子どもと家庭の悩みや心配なことについて相談に応じる担当
部署。

簡易水道
人の飲用に適する水を供給する水道事業のうち、給水人口が
100人を超え、5,000人以下である水道のこと。

関係人口
地域外からその地域と多様に関わる人々を指す。移住する前
段階の人々という意味やその地域を応援してくれる人々とし
て表現される場合もある。

基幹系システム
生産管理システムや会計システムなど、組織の事業活動その
ものに関わる重要なシステムのこと。

キャリア教育
一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能
力や態度を育て、社会の中で自分の役割を果たしながら自分
らしい生き方を実現していくことを促す教育。

救急救命士
救急救命士法により規定される職種で、厚生労働大臣の免許
を受けた国家資格を持つ人。医師及び看護師の独占業務の一
部（救急救命処置）を行うことが可能。

救急ワークステー
ション

救急救命士及び救急隊員の研修施設。病院実習を実施しなが
ら必要に応じて医師が同乗して救急出動することができ、病
院との密接な連携が可能。

狭あい道路
一般的には幅員4メートル未満の道路で、自動車のすれ違い
や救急車両の通行などに支障があり、改善の必要がある道
路。

クラウド

利用者がコンピュータ上で利用・管理していたデータやサー
ビス等を、インターネットを通じてネットワーク上で利用・
管理ができるサービスのこと。利用者からは、インターネッ
トの先にあるコンピュータが直接見えないことを雲のかたま
りで表現したことから、「cloud（雲）」と呼ばれる。

グリーン・ツーリズ
ム

農山漁村地域において自然や産業、文化などの体験活動や
人々との交流を楽しむことを目的とした旅行や余暇活動。

グループホーム
高齢者や障がい者などが、専門スタッフの援助を受けながら
少人数での共同生活を送る小規模な福祉施設。

グローバル化
政治や経済、文化などにおける様々な情報が、国や地域の垣
根を超えてやり取りされること。または、通信技術などの進
歩で、国と国との距離・障壁が感覚的に小さくなること。
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用語 解説

か ゲートキーパー
自殺の危険を示すサインに気づき、相談や支援、見守りなど
の適切な対応を図ることができる人のこと。

健康寿命 人が心身とも健康で自立して活動し生活できる期間。

健康無関心層
食習慣や運動習慣の改善についての関心や意向がない人のこ
と。

公営企業会計
地方公営企業法などにより、民間企業と同様の経理を行うこ
と。

合計特殊出生率
15～49歳の女性の年齢別出生率を合計した数値で、一人の女
性が一生の間に生むとされる子どもの数を示す。

交通不便地域
バス停から半径300m、鉄道駅から半径500mの範囲外の地域。
（村上市地域公共交通計画）

高付加価値化
そのものの本来の価値に別の魅力を加えて、商品価値を高め
ること。

公有財産
地方公共団体が所有する不動産や動産、物権などの財産のこ
と。

交流人口 地域に訪れる（交流する）人のこと。
子育て世代包括支援
センター

妊娠期から子育て期にわたって切れ目のない支援を行うため
に、自治体が設置する窓口。

コミュニティバス
交通不便地域の解消を図り、地域住民の移動手段を確保する
ために、地方自治体等が主体的に計画し、運行するバス。

雇用のミスマッチ
求職者が希望する職種や労働条件と、雇用主が求職者に求め
る能力や経験が一致せずに、求人が雇用に結びつかないこ
と。

コンパクト・プラ
ス・ネットワーク

地域の拠点に医療・商業等の生活機能や居住を集積させ、拠
点間を公共交通で結ぶというまちづくりの考え方。各拠点で
は、住宅地や商業地などの都市的土地利用が郊外へ広がるこ
とを抑制し、コンパクトな市街地を形成することで、効率的
で持続可能な都市の実現を目指す。

さ サーバー
ネットワークで繋がったコンピュータ上で、他のコンピュー
ターに対し自身の持っている機能やサービス、データなどを
提供する側のコンピューターのこと。

サテライトオフィス
企業本社などの本拠から離れた場所に設置されたオフィスの
こと。

郷育

村上市教育基本計画において目指すとしている学びの姿で、
郷土に誇りを持ち、自らの進路を切り拓いていくことのでき
る子どもたちを育成する活動や、全ての市民が生涯にわたっ
て学習し、その成果を展開したり、次世代に伝えたりする活
動のこと。

ジェネリック医薬品
（後発医薬品）

新薬（先発医薬品）の特許期間が切れた後に、製造・販売さ
れる価格の安い薬。新薬と同様に国の安全基準を満たしてお
り、効き目や安全性は新薬とほぼ同等である。

資源管理型漁業
地域や魚種ごとの資源状態に応じて資源管理を行い、漁獲物
の付加価値向上や経営コストの低減などを図ることで、将来
にわたって漁業経営の安定、発展を目指す漁業。

時間信頼性
同一区間における旅行時間のばらつきに対して、その値の信
頼性を示そうとするもの。

自主財源
地方公共団体の財源のうち、地方税のほか手数料・使用料・
寄附金など他者に依存しないで独自に調達できる財源。
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用語 解説

さ 自主防災組織
災害に備えた活動や、災害時に被害を最小限に抑えるための
活動を行う、地域住民主体の組織。

次世代自動車
ハイブリッド車や電気自動車、燃料電池自動車など、走行時
に二酸化炭素の排出が少ない、または燃費性能が優れている
などの環境にやさしい自動車のこと。

自治体DX
デジタル技術の活用により、行政サービスの利便性向上や業
務の効率化・高度化を図ること。（DXについては「DX（デジ
タルトランスフォーメーション）」を参照）

実質公債費比率
収入に対して自治体が将来負担する借金などの割合。数値が
高いほど、将来、財政を圧迫する可能性が高い。

指定管理者

公共施設のサービス向上と経費節減を目的として民間活力の
導入を図る指定管理者制度を活用するにあたり、自治体から
管理権限の委任を受け、実際に施設の管理運営を行う法人等
の団体のこと。

指導救命士
医師との連携のもと、救急救命士をはじめとする消防職員へ
の救急全般の教育、指導を行う救急救命士。

市民後見人

精神上の障害（知的障害、精神障害、認知症など）により判
断能力が十分でない方を援助するため、市町村が実施する養
成研修を受講し、成年後見に関する一定の知識・態度を身に
つけた方の中から、家庭裁判所に成年後見人として選任され
た市民のこと。

集落支援員

集落の課題解決や住民同士の助け合いを促進することを目的
に、行政機関と連携しながら集落の巡回や声かけ、状況把握
等を行う人材。地域の実状に詳しく、集落対策の推進につい
てのノウハウや知見を有している人に対して、自治体が委
嘱。

就労継続支援B型事
業所

障がいにより一般企業での就労が困難である人に対して、就
労の機会を提供し、生産活動に係る知識や能力の向上のため
に必要な支援を行う福祉サービス。雇用契約を結び給料をも
らいながら就労訓練を行うＡ型に対し、Ｂ型は雇用契約に基
づく就労が困難な人が授産的な活動を行い、工賃をもらいな
がら就労訓練を行う。

循環型地域社会
資源を効率的に利用するとともに、再利用や再生産を行いな
がら持続可能な形で循環利用していく社会。

浚渫
港湾・河川・水路などの底面を浚って土砂などを取り去る土
木工事。

消防緊急通信指令シ
ステム

119番通報から緊急出動、事案終了に至るまでの指示や通信
を統括する情報通信システム。

消防水利
消火栓や防火水槽など、消防活動を行う際に必要な消防用水
を供給する施設。

シルバー人材セン
ター

概ね60歳以上で、働く意欲のある方や社会活動に参加したい
という方々が会員となり、臨時的・短期的な就業を通して地
域社会づくりに貢献する団体。

スクール・ガード
リーダー

地域住民のボランティアによる通学路等の巡回パトロール危
険箇所の監視を行う「スクールガード」に対して、指導的役
割を担う人。主に警察官OBや民間警備会社社員に対して教育
委員会が委嘱。

スマート農業
省力化や高品質生産の実現に向け、ロボット技術やICT等の
先端技術を活用する農業のこと。
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用語 解説

さ スマート林業
生産性・安全性の向上や高度な木材生産の実現に向け、地理
空間情報やICT等の先端技術を活用する林業のこと。

生活習慣病
偏った食事や運動不足、喫煙、飲酒、ストレス等の生活習慣
が原因となって引き起こされる、糖尿病や高血圧症、肺がん
等の病気のこと。

成年後見制度

精神上の障害（知的障害、精神障害、認知症など）により判
断能力が十分でない方が、不利益を被らないように家庭裁判
所に申立てをして、その方を援助してくれる人を付けてもら
う制度。

セグメント分析

財務書類の情報をもとに、施設、事業等の細かい単位（セグ
メント）で財務書類を作成し、コスト等の分析を行うこと。
同種のセグメント間での比較などにより、財務活動上の課題
や成果の明確化が可能。

総合型地域スポーツ
クラブ

生涯スポーツ社会の実現のためのスポーツ推進組織。自主財
源による自主運営を目指し、いつでも、どこでも、誰でも気
軽にスポーツができる地域環境を整備しながら、コミュニ
ティの再生やまちづくりを行うことが目的。

相対的貧困世帯

生きるうえで必要最低限の生活水準（国際貧困ライン）を満
たさない「絶対的貧困」に対して、「相対的貧困」は生活は
できるものの経済的に苦しい状態を指し、周囲からは気づか
れにくい。

た 体験型観光
アクティビティや文化などその地域ならではの要素を取り入
れ、見るだけではなく実際に触れて体験できる旅行の形態。

滞在型観光
1か所に滞在し、静養やレジャーを楽しむこと。または、そ
こを拠点に周辺の観光を楽しむ旅行やレジャーの形態。

脱炭素社会
地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量と森林管理等
による吸収量を均衡させ、排出量実質ゼロを実現する社会の
こと。

単式簿記
簿記的取引を一つの科目に絞り収支を記録・集計する方法。
シンプルで収益が分かりやすいが、情報が少なく経営状況の
把握が難しい。

たんぽ（湧水ワン
ド）

河川の伏流水や湧水作用を利用して河川敷に整備した池や水
たまり。

地域おこし協力隊

他地域から移住し、そこに住む住民とは違う目線で地域資源
の発見や活用、課題の解決、地域の活性化に向けた様々な活
動に取り組む専門員。市町村が「地域おこし協力隊員」とし
て委嘱し、一定期間地域に移住して、地域おこしの支援や住
民の生活支援などの「地域協力活動」を行ってもらうこと
で、その地域への定住・定着を図る取り組み。

地域共生社会
地域住民や地域の多様な主体が、分野や属性の壁を超えて協
働し、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創っ
ていく社会。

地域包括ケアシステ
ム

介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分らしい
暮らしが最後まで続けることができるよう、住まい、医療、
介護、予防、生活支援などのサービスが包括的又は連動して
提供される体制のこと。

地域若者サポートス
テーション

15～49歳までの若者の社会的自立を目指し、若者や保護者に
対する相談、セミナーや職業体験など、個々の状況に応じた
継続的な支援を行う事業のこと。
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た 長期未着手道路
都市計画法に基づく手続きを踏み、計画が認められている道
路のうち、長期間経過したものの事業着手の目途が立ってい
ない道路のこと。

定住自立圏

複数の市町村に渡る広域的な範囲において、中心となる市の
機能やサービスなどを集中・強化しながら、周辺市町村を含
めた圏域全体の利便性の向上や定住促進を図ることとして、
市町村が連携を協定した地域。

低未利用地
空き地や空き家、農地、駐車場など、居住や事業等の用途で
利用されていない、または、利用の程度が周辺に比べて低い
土地のこと。

デジタル技術
ＩＣＴやＩоＴ、ＡＩなど、コンピューターやインターネッ
トを活用した技術の総称。

デジタルサイネージ
デジタル技術を活用し、ディスプレイ等によって映像や文字
を表示する情報・広告媒体。

デジタル社会
デジタル技術の活用により、あらゆる分野における創造的か
つ活力ある発展が可能となる社会。

デジタルツール
デジタル技術を活用したソフトウェアや情報メディア、電子
機器など。

デジタルデバイド
デジタルツールを使いこなせる人と使いこなせない人との間
に生じる、貧富や機会、社会的地位などの格差のこと。

DX（デジタルトラン
スフォーメーショ
ン）

「Digital Transformation」の略称。デジタル技術の浸透に
よって、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化して
いくこと。

デマンド型(交通)
決まった時間帯に決まった停留所を周るのではなく、利用者
の事前予約に合わせた経路やスケジュールで運行する交通
サービスのこと。

テレワーク
自宅やサテライトオフィス、外出先など、場所や時間にとら
われない働き方のこと。

統合型位置情報通知
システム

119番通報時に、通話と併せて通報者の位置を地図上に表示
し、位置の確認を行うことができるシステム。

特殊詐欺
電話や電子メール、インターネットなどを使って、預貯金口
座への振り込みなどいろいろな手口で金品をだまし取る詐欺
のこと。

読書バリアフリー
音声読み上げや色・書体等の工夫により、障害の有無にかか
わらず、全ての人が等しく読書による文字・活字文化に触れ
られること。

特定健康診査
メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目して、
病気のリスクの有無を検査し、生活習慣の改善に向けた保健
指導を行うことを目的とした健康診査。

特定地域振興重要港
湾

物流基盤としてだけではなく、観光やレクリエーションの場
など、地域振興のため重要な役割を果たすことが期待される
として、国が選定した港湾。

特定保健指導
特定健診の結果から病気の発症リスクが高い一定の対象者に
対して、生活習慣の改善や見直しを指導、助言をすること。

な 二次交通

観光やビジネス、通勤・通学等において複数の交通機関等を
利用する場合、自宅から目的地があるエリアまでの移動手段
（一次交通）に対して、エリア内における目的地までの移動
に利用する手段のこと。
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な
NET119緊急通報シス
テム

聴覚・言語機能障がい者など、音声による119番通報が困難
な人が、通報用webサイトにアクセスすることで円滑に消防
へ通報が行えるようにするシステム。

は バイオマス
木材、海草、生ごみ、ふん尿、プランクトンなど、動植物か
ら生まれた再生利用可能な資源のこと。

ぱすのーと
子どもの成育歴や障害・疾患等の情報を記録し、保育園や学
校などと情報共有するため、村上市が配布しているファイ
ル。

働き方改革
長時間労働の是正や雇用形態に関わらない公正な待遇の確保
などにより、働く方が個々の状況に応じ、多様で柔軟な働き
方を選択できる社会の実現を目指す改革。

ハッピー・パート
ナー企業

男女がともに働きやすく、仕事と家庭生活等が両立できるよ
う職場環境を整えたり、女性労働者の育成・登用などに積極
的に取り組む企業として新潟県に登録された企業。

パブリックコメント

行政が政策の立案等を行おうとする際にその案を公表し、広
く市民等から案に対する意見などを聴取する機会を設けるこ
とにより、より多くの意見を考慮しながら意思決定を行うこ
とにつなげるための制度。

伴走型支援
支援を必要とする人の意向や取り巻く状況に合わせ、継続的
に支援を行うこと。

病児・病後児保育
病気の子どもや病気から回復途中（治療の必要はないが本来
の健康な状態ではない）の子どもを預かる保育サービス。

標準的なバスフォー
マット（GTFS-JP）

経路検索サービスへの掲載や多様なツールでの情報提供、交
通分析などへの活用に向け、時刻表等のバス情報を標準化す
るため、国土交通省が定めた共通フォーマットのこと。

5R

循環型社会の実現に向けた取り組みである、廃棄物の排出抑
制（リデュース：Reduce)、再使用（リユース：Reuse）、再
生利用（リサイクル：Recycle）の3Rをさらに広げるとし
て、ごみ発生抑制（リフューズ：Refuse）、修理・修繕（リ
ペア：repair）の2つを加えた取り組み。

ファミリー・サポー
ト・センター事業

育児の援助を受けたい人と行いたい人が会員となり、お互い
に助け合う組織。ファミリーサポートセンターが会員募集や
登録、相互援助活動の調整を実施。

ファムトリップ
「Familiarization Trip」の略称。旅行事業者やメディア向
けの現地視察ツアーを企画し、メディア等のコンテンツで外
国人向けに発信してもらう手法。

VR
「Virtual Reality」の略称。ヘッドセットやヘッドフォン
等を着用し、コンピューターで作られた三次元空間（仮想現
実）を視覚等の感覚を通じて疑似体験できる技術。

FIT（認定）
「Feed in Tariff（固定価格買取制度）」の略称。一般家庭
や事業者が再生可能エネルギーで発電した電気を、一定期間
国が定めた価格で電力会社に買い取ってもらう制度。

フードドライブ
企業や家庭などで余っている食品を持ち寄り、食料の確保が
困難な方々へ無償で提供する地域の支え合い活動。

フードバンク
企業や家庭などで余っている食品を寄贈してもらい、食料の
確保が困難な方々へ無償で提供する活動。
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は ブランド力
商品等の名前や生産される場所・地名などに他の同じ商品以
上の競争力があり、価値が高まる力があること。

フル規格化
高速道路のインターチェンジにおいて、上り線の入・出、下
り線の入・出の4方向へのアクセスを可能とすること。

プロモーション
製品・サービスに対する意識や関心を高め、購買を促進させ
る活動。

ペアレントトレーニ
ング

子どもを育てる保護者が、子どもとのより良い関わり方を学
びながら、心理的なストレスの軽減や子どもの発達促進・行
動改善を行う保護者向けのプログラム。

防災士
地域の防災意識の啓発や防災力の向上を目的として防災教育
を受けた人で、地域防災の指導的役割を担う人。

法人後見事業
精神上の障害（知的障害、精神障害、認知症など）により判
断能力が十分でない方を援助するため、成年後見人等として
法人が支援を行うこと。

ポートセールス
港の利用促進のため、海運業者や旅客事業者などに港の利用
や港湾関連企業の進出を促すこと。

ま マイ・タイムライン
災害時に自分自身がとる標準的な行動を時系列的に整理し、
自らの命を守る避難行動への一助とするための、住民一人ひ
とりの防災行動計画。

マイクロツーリズム 自宅から1～2時間程度の地元や近隣への短距離観光のこと。

まち・ひと・しごと
創生法

少子高齢化の進行に対応し、人口減少に歯止めをかけるとと
もに、東京圏への人口集中を是正し、各地域で住みよい環境
を確保していくための基本理念等を定めた法律。

街中お年寄り愛所
高齢者が休憩できるスペースの提供や生活上の簡単な相談支
援を行う、お年寄りにやさしい店舗などとして、市に登録し
ている店や事業所。

水辺の楽校
荒川の右岸、神林地内にある公園。桜の名所となっているほ
か、水遊びや水生生物の観察など、体験や学習ができる場と
して親しまれている。

みなとオアシス
地域住民の交流や観光の振興を通して地域の活性化に資する
「みなと」を核としたまちづくりを促進するため、国土交通
省地方整備局長により認定・登録された施設。

メンタルヘルス 「心の健康状態」をあらわす言葉。

木育
木に対する親しみや木の文化への理解を深めるとともに、木
材の良さや利活用の意義、知識を学ぶことをねらいとする教
育活動。

木質バイオマス
まき、木材、木質チップ、木質ペレットなど木材に由来する
再生可能な資源のこと。

や 遊休農地
かつて農地として利用していたが、現在及び将来的に耕作す
る見込みがない農地、または、周辺の農地と比較して利用の
程度が著しく低い農地のこと。

有収率 給水した水量と料金として収入のあった水量との比率。
要介護（要支援）認
定

介護保険制度に基づく介護サービスを利用するために受ける
認定のこと。

ら ライフスタイル
生活の様式・営み方や人生観・価値観・習慣などを含めた個
人の生き方。

ライフステージ
人間の一生における幼年期・児童期・青年期・壮年期・老年
期などのそれぞれの段階。
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ら 流域治水

集水域（雨水が河川に流入する地域）から氾濫域（河川等の
氾濫により浸水が想定される地域）にわたる流域に関わるあ
らゆる関係者が協働して、洪水や内水氾濫、高潮、土砂災害
等の対策を行う考え方。

レセプト
患者が受けた保険診療について、医療機関が保険者に請求す
る医療報酬の明細書。

6次産業化
主に農林水産業において、農林水産物の生産や捕獲などだけ
にとどまらず、加工して商品化を行ったり、観光事業などと
結びつけたりしながら、事業の幅を広げていくこと。

わ
ワーク・ライフ・バ
ランス

「仕事と生活の調和」の意味で、働きながら私生活も充実さ
せられるように職場や社会環境を整えること。
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